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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻雅彦君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

１０番春日洋子議員の登壇を願います。

○１０番（春日洋子君） おはようございま

す。

１０番公明党の春日洋子でございます。通

告の順に従い、質問してまいります。

はじめに、行政問題の社会保障・税番号制

度についてお伺いします。

国は、このたび国民生活を支える社会的基

盤として、社会保障・税番号制度を導入する

とし、平成２７年１０月から国民一人一人に

１２桁のマイナンバー、個人番号が通知され

ることとなっています。

内閣官房トップページによると、マイナン

バーは、住民票を有する全ての方に、１人一

つの番号を付して、社会保障・税、災害対策

の分野で効率的に情報を管理し、複数の機械

に存在する個人の情報が、同一人の情報であ

ることを確認するために活用されるものです

と述べています。

また、マイナンバーを導入する目的は、行

政を効率化し、国民の利便性を高め、公平か

つ公正な社会を実現する社会基盤であるとし

ており、期待される効果としては、大きく三

つ挙げています。

その一つ目は、行政の効率化を挙げていま

す。これについては、行政機関や地方公共団

体などで、さまざまな情報の照合や転記、入

力などに要している時間や労力が大幅に削減

されるとともに、複数の業務の間での連携が

進み、作業の重複などの無駄が削減されるよ

うになるとしています。

次に、二つ目は、国民の利便性の向上を挙

げており、添付書類の削減など、行政手続が

簡素化され、国民の負担が軽減されるととも

に、行政機関が持っている自分の情報を確認

したり、行政機関からさまざまなサービスの

お知らせを受け取ったりできるようになると

しています。

さらに三つ目は、公平・公正な社会の実現

を挙げていますが、所得や他の行政サービス

の受給状況を把握しやすくなるため、負担を

不当に免れることや給付を不正に受けること

を防止するとともに、本当に困っている方に

きめ細かな支援を行えるようになるとしてい

ます。

また、マイナンバーが通知された後、平成

２８年１月から、年金や雇用保険の資格取得

や確認、給付、医療保険の手続、生活保護や

福祉の給付、確定申告などの税の手続など、

法律で定められた事務に限って、マイナン

バーが利用されることになります。

市区町村に申請すると、さまざまなことに

利用できる個人番号カードが交付されること

になりますが、この個人番号カードは、本人

確認のための身分証明書として利用できるほ

か、カードのＩＣチップに登載された電子証

明書を用いて、ｅ－タックス――国税電子申

告納税システムをはじめとした各種電子申請

が行えることや、住まいの自治体の図書館利

用証や印鑑登録証など、各自治体が条例で定

めるサービスにも使用できるとされていま

す。

そこで、質問の１点目として、マイナン

バー制度への本市の取り組みをお伺いしま

す。

また、２点目として、市民の利便性の向上

に資する市独自の事務サービスについても、

個人番号を利用できるとされていることか

ら、その活用についての御見解をお伺いしま

す。
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次に、福祉問題の児童虐待防止についてお

伺いします。

児童虐待が疑われる子供をめぐる悲惨な事

件が後を絶たない昨今ですが、本年８月の厚

生労働省の発表では、２０１３年度に都道府

県や政令市などの児童相談所に寄せられた、

児童虐待の相談対応件数は７万３,７６５件

となっており、前年の２０１２年度に比べて

みると、件数で７,０００件以上、１０.６％

の増加となっております。

１９９０年度に１,１０１件だった相談対

応件数は、１９９９年には１万件、２００４

年度は３万件、２０１０年度には５万件を超

えるという状況にあり、過去最高を更新し続

けています。

増加の理由として、児童虐待への意識が向

上し、より多くの相談が寄せられるように

なったことが一因として挙げられています

が、その一方で、虐待そのものが増加傾向に

あります。

児童虐待は、主に四つの形態に分類されて

いますが、２０１２年度に児童相談所が対応

した件数の比率を見ますと、子供に暴行を加

えたり、寒い日に家の外に閉め出したりする

などの身体的虐待が最も多く、３５.３％と

なっています。

次いで、心ない言動や無視、差別などで子

供の心を傷つける心理的虐待は３３.６％で

あり、食事や入浴、洗濯など、生活に必要な

世話をしないことや、病気になっても放置す

る、家に閉じ込めるといったネグレクトは２

８.９％、性的虐待２.２％です。

特に、近年では親が子供の前で配偶者に暴

力を振るう面前ＤＶなどの心理的虐待がふえ

る傾向にあり、知能や対人能力の発達への悪

影響、ＰＴＳＤ――心的外傷後ストレス障害

の強い原因として注目されているとのことで

す。

児童虐待防止に向けての法整備としては、

２０００年に制定された児童虐待防止法で児

童虐待の定義が明確になり、虐待発見時の通

告義務が定められています。

さらに、２００７年の同法改正では、子供

の生命や安全を第一義に、児童相談所の安全

確認が義務化され、立入調査権限も強化され

ることとなりました。

折しも、先月、１１月は、厚生労働省が定

める児童虐待防止推進月間でした。オレンジ

リボンは、２００４年に栃木県小山市で２人

の幼い兄弟が虐待の末に亡くなった痛ましい

事件を受け、市民団体などが虐待防止の啓発

のために、２００５年から始めたオレンジリ

ボン運動のシンボルマークです。このオレン

ジ色は、子供たちの明るい未来をあらわして

います。

虐待は今もふえ続け、深刻な事件が多発す

る中、根絶に向けての取り組みとして、相談

窓口や警察、医療機関、学校など関係機関の

連携強化とともに、虐待の疑いを感じたら児

童相談所に連絡するなど、みんなで子供を見

守る地域社会にしていくなどの取り組みが大

事となりますが、虐待の背景には、親の孤立

や経済問題、産後鬱、望まない妊娠など、さ

まざまな要因が考えられていることから、妊

娠、出産、育児に至るまでのきめ細かな支援

体制の構築が必要とされています。

そこで、本市の児童虐待の実態と支援体制

についてお伺いします。

最後に、保健問題の不妊・不育症施策につ

いてお伺いします。

出生率の低下に伴う人口減少により、経済

や社会に深刻な影響を与える問題がクローズ

アップされるようになっている昨今ですが、

近年の晩婚化に伴い、不妊治療を受ける方が

増加し、不妊治療を受ける患者さんの年齢も

年々上昇していると言います。

また、妊娠はするものの、流産や死産を繰

り返す不育症は、夫婦のいずれかに染色体の

異常があるなど、さまざまな原因で発症する

とされており、検査と適切な治療を行えば、

約８０％以上の高い確率で出産できることが

わかっていますが、高額な治療費が必要とな

ることから、出産を諦める夫婦も少なくない

と言われています。
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国においては、不妊に悩む方へ、不妊治療

の経済的負担の軽減を図るため、高額な医療

費がかかる配偶者間の体外受精、顕微授精に

要する費用の一部を助成する、特定治療支援

事業を２００４年度にスタートしており、ま

た、不育症を治療するためのヘパリン自己注

射への保険適用は２０１２年より実施するな

どの支援策を講じてきていますが、質問の１

点目として、不妊・不育症の相談体制につい

て、県の事業内容と本市の対応をお伺いしま

す。

次に、２点目として、不育症は、精神的負

担とともに経済的負担も大きいことから、本

市においても少子化対策の一環として、不育

症に悩む方へ救いの手を差し伸べる、不育症

への治療費の助成事業を導入すべきと考えま

すが、その御見解をお伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの１０

番春日洋子議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの春日議員御質問の行政問題の社

会保障・税番号制度についての第１点目、本

市の取り組みについては私から、その他につ

きましては担当部長からお答えをさせますの

で、御了承願いたいと存じます。

社会保障・税番号制度は、国民全員と国内

の全法人等に一度に識別することのできる番

号を付して、国民の利便性向上、行政運営の

効率化、国民への公正な給付と負担を確保す

ることを目的に導入される制度であります。

行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律をはじめとす

る番号制度関連四法が平成２５年５月２４日

に国会で可決成立し、５月３１日に公布され

るなど、平成２８年１月の利用開始に向けた

取り組みが行われているところであります。

当市の取り組みにつきましては、番号制度

関連四法の公布を受けまして、昨年１０月

に、関係課長と担当者で構成する社会保障・

税番号制度に関する打ち合わせ会議を開催

し、作業分担などの確認をしてきたところで

あります。

今年度におきましては、総務課内に情報管

理室を移管し、国及び県からの情報収集及び

関連課への情報提供、情報ネットワークシス

テムの改修業務補助金の交付申請などの対応

を行ってきたところであります。

また、同制度に対応するためには、全庁的

な取り組みが必要となることから、７月に全

職員を対象とした説明会を実施し、１０月に

は十和田市と共催で情報化システム研修を行

うなど、職員に対する情報提供等に取り組ん

できたところであります。

今後におきましても、国や県が提示してい

る準備作業スケジュールに沿った作業を進め

るべく、国及び県からの最新情報の収集、情

報システム関連業者との情報関連を密にし、

市民への広報活動や全庁的な取り組みを推進

するための体制づくりなど、社会保障・税番

号制度の導入に向けまして取り組んでまいり

たいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 行政問題の社

会保障・税番号制度についての御質問の第２

点目、市民の利便性の向上に資する市独自の

事務サービスへの活用についてお答えいたし

ます。

社会保障・税番号制度では、導入の目的の

一つとして、国民の利便性の向上を掲げ、例

えば社会保障の分野では、社会保障給付の申

請や届け出時に必要となる、各行政機関が発

行する証明書等の添付書類の省略が可能とな

るなど、その他、税分野、災害対策において

も、より正確で効率的なサービスの提供が可

能となるとされております。

市独自の事務サービスへの活用につきまし

ては、法律の範囲内で地方公共団体が市民の

利便性が向上されると判断された事務につい
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て、条例を定めることにより、独自に個人番

号を利用することができることが番号法の中

で規定されております。

また、国では、金融、医療、介護、健康、

戸籍、旅券、自動車登録などの公共性の高い

分野を中心に、活用範囲の拡大が検討されて

いることなどを勘案し、今後、国及び県の動

向を注視しながら、市民の利便性向上の観点

に立ち、どのような事務やサービスに活用で

きるか検討してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 福祉問題の

児童虐待防止についてお答えいたします。

御質問の当市における児童虐待の現状でご

ざいますが、平成２５年度において、当市が

受けた虐待に関する相談対応件数は４０件ご

ざいました。

その内訳としましては、身体的虐待が２０

件、心理的虐待が７件、育児放棄等、いわゆ

るネグレクトが１３件でございます。

また、これらを年齢別に見ますと、ゼロ歳

から３歳未満が４件、３歳から就学前までで

２０件、小学生１２件、中学生、高校生がそ

れぞれ１件ずつとなっており、ゼロ歳児から

就学前までの児童虐待は全体の６５％を占め

ております。

次に、当市における児童虐待に関する支援

体制でございますが、当市では、虐待防止に

関する中心的役割を担う組織として、三沢市

要保護児童対策協議会を設置しております。

この協議会は、要保護児童の早期発見や適

切な保護、さらには、要支援児童もしくは特

定妊婦への適正な支援を図るため設置してい

るもので、児童相談所をはじめ、医療、警

察、保健、教育、地域、保護者などの児童保

護に関するさまざまな分野からの御協力をい

ただき、組織しているものでございます。

また、その構成は、３層構造となってお

り、関係機関の円滑な連携を確保するために

組織されている代表者会議、定期的な情報交

換により、要保護児童などの実態把握と、そ

の対応を検討する実務者会議、そして、その

内容が重度な場合や緊急度が高い場合など

に、早急に援助方針や役割分担を決定する個

別ケース検討会議に分かれております。

中でも、実務者会議は、要保護活動を実際

に行う実務者が毎月集まり開催されており、

それぞれの組織で知り得た情報は相互に交

換、共有され、虐待の発生を未然に防止する

意味で大きな効果を上げているものと認識し

ております。

なお、これらの情報は、ゼロ歳から就学前

の乳幼児に関しては、市の保健師等が全ての

乳幼児家庭を訪問する乳児家庭全戸訪問事業

を実施する中で、支援を要請する児童、保護

者を把握する場合が多く、その際は、情報の

入手に加え、居宅において相談、指導、助言

等を行う養育支援訪問事業もあわせて実施し

ております。

また、幼児や小学生に関しては、市の家庭

相談員と子育て支援員が、市内の全ての小中

学校及び幼稚園、保育所を訪問し、職員から

直接、在籍する児童生徒の中で様子が気にな

る児童生徒などについての情報を聞き取りす

る、教育と福祉の効果的な連携を図る学校等

訪問事業を実施することで、虐待も含めた家

庭環境の情報が収集され、問題のある家庭に

対しては、助言、指導や見守りなどを行って

おります。

市といたしましては、今後も乳児家庭全戸

訪問事業や養育支援訪問事業、さらに、教育

と福祉の効果的な連携を図る学校等訪問事業

を継続するとともに、より一層関係機関の連

携の強化を図るなど、要保護児童対策協議会

の機能を十分活用し、児童虐待に対し、的確

かつ迅速な対応ができるよう努めてまいりた

いと考えております。

続きまして、保健問題の不妊・不育症施策

についてお答えいたします。

御質問の第１点目、不妊・不育症の相談体

制について、県の事業内容と市の対応につい

てお答えいたします。



― 12 ―

不妊・不育症の治療費は高額であり、ま

た、その治療は多くの時間を要するなど、本

人の経済的負担が大きいことから、治療を諦

める方もいると聞いており、全国的にも多く

の方が悩んでいると言われております。

御質問の県の相談体制としましては、弘前

大学医学部附属病院内に不妊専門相談セン

ターを開設し、専門の医師が不妊症や不育症

の一般的な検査及び治療等に関する相談を無

料で行っております。

また、県では、不妊症については高額な医

療費がかかることから、経済的負担を軽減す

るため、治療に要した費用の一部を助成する

青森県特定不妊治療費助成事業を実施してお

ります。

市におきましては、県の事業を紹介するポ

スターを掲示し、問い合わせに対しては、県

のホームページや上十三保健所への相談を勧

めるなど、県の事業を紹介しております。

御質問の第２点目、本市において不育症へ

の治療費の助成事業導入についてお答えいた

します。

現在、県で実施している治療費の助成は、

妊娠を希望しても一定期間妊娠しない状態で

ある不妊症に対するもので、妊娠はするが、

流産、死産、新生児死亡を繰り返す不育症に

ついての治療費の助成は行っておりません。

不育症治療に対する助成を行っている自治

体は、全国的にもまだ少ないのが現状でござ

います。

不育症の原因は人によってさまざまであ

り、胎盤の血液凝固が原因と判明し、治療方

法が明確になったヘパリン注射は保険適用さ

れることになりましたが、めったにないよう

ですが、ヘパリン療法による血小板減少とい

う副作用があり、万が一見逃すと命にかかわ

る危険性があるとのことでございます。

また、多くの場合は原因が判明せず、治療

方法が確立されていないのが現状であること

から、現段階での不育症への治療費の助成に

ついては、治療に対する有効性や副作用の有

無などを見きわめながら慎重に対応してまい

りたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） １０番春日議

員。

○１０番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、再質問させていただきます。

質問事項の社会保障・税番号制度について

の１点目、マイナンバー制度への本市の取り

組みについて再質問させていただきます。

内閣府におきましては、国民に対するマイ

ナンバー制度の周知を図るため、マイナン

バーキャラクター、マイナちゃんをあしらっ

たマイナンバー啓発ポスターを作成するとと

もに、この制度の趣旨を詳しく説明をして伝

えております。

検索をしましたら、このような、これは小

さいですけれども、マイナちゃんをあしらっ

た、詳しくまたこちらのほうでは、マイナン

バー制度の周知を図るための取り組みをして

おります。

市民の皆様には、現在、マイナンバーとい

う言葉自体を知らない方、また、言葉を聞い

たことはあるけれども、内容がよくわからな

いという方もいらっしゃることを考え合わせ

ますと、市民の皆様へ今後、マイナンバー制

度に関する理解を広く深めるための取り組

み、このようなことが必要になっていくと思

いますけれども、この点について、市として

は今後また、さらにどのように進めていくの

か、この点について御質問させていただきま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） マイナンバー

制度の市民への広報活動についてということ

で、再質問にお答えしたいと思います。

市民への広報活動につきましては、来年１

０月の番号の付番が実施される時期をめど

に、段階的に実施していく予定でありまし

て、方法といたしましては、ホームページと

か広報紙を予定しているところでございま
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す。

来年の１０月と申しましたが、少なくとも

今年度、来年の３月には１回目のお知らせを

していきたいと考えております。周知を図っ

てまいりたいと考えているところでありま

す。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） １０番春日議

員。

○１０番（春日洋子君） ぜひしっかりとし

た周知に取り組んでいただければと思ってお

りましたので、よろしくお願いいたします。

再質問に係る御答弁ありがとうございまし

た。

それでは次に、２点目の個人番号の活用に

ついて再質問させていただきます。

御案内のとおり、マイナンバー制度の導入

によって、先ほど申し上げましたとおり、三

つのメリットが挙げられているところであり

ますけれども、私は、特にその一つでありま

す行政の効率化という点に最も注目をいたし

ております。再度申し上げさせていただきま

すと、行政機関、地方公共団体での作業の無

駄が削減され、手続がスムーズになるという

点であります。

現在、情報管理室において、国から示され

た手順、なかなかタイムリーになってはいな

いようですけれども、市民の皆様への個人番

号通知に関する事務作業に取り組まれてい

らっしゃるというふうに認識しておりますけ

れども、先ほど部長からの説明のとおり、職

員全体に向けての説明会を開催したというこ

とでありました。これは第１段階で、必要な

ことだというふうには思っておりますけれど

も、各部署においてマイナンバーの活用に向

けて積極的に協議を重ねていく、このことが

非常にこれから重要ではないかというふうに

思っております。

これまでの各部課で取り組んできた従来の

事務分野での取り組みをしっかり継承して、

マイナンバー制度が導入されたときに、いか

に行政の効率化、しっかりとした正確な進め

方をしていけるかということがポイントに

なってくると思いますけれども、今後、この

点につきまして、市としてはどのような見解

を持って計画を立てていこうというふうにお

考えなのか、お聞きしたいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 再質問にお答

えをいたします。

マイナンバー制度導入によりまして、行政

の効率化、それから事務の簡素化等が図られ

るということでございます。

当然のことながら、それぞれの部署で持っ

ている個人情報が組織内で情報連携されるこ

とにより、そういう簡素化等が図られるわけ

であります。それは当然しっかりと進めてい

く所存でございます。

その結果、事務の簡素化等が図られた結

果、人員だとか財源だとか、それらを、これ

まで投入してきたものが軽減されるわけであ

りますから、それをさらに国民、市民サービ

スに振り向けるような対応をしてまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） １０番春日議

員。

○１０番（春日洋子君） ただいまの部長の

答弁に対し、再々質問をさせていただきま

す。

当然取り組んでいかれるということは必要

だということも、私も思っておりますけれど

も、失礼ですけれども、ぼんやりとした進め

方ではなくて、しっかりとプロジェクトチー

ムをつくるなどの、先発した、やっぱり意識

を高めるということで、あなた任せではな

い、お一人お一人が主体者となって取り組ん

でいく、この体制が非常に大事ではないかと

いうふうに思っております。

担当部の情報管理室においては、非常に困

難な事務作業に取り組んでいるのではない

か、私も素人的にもそのようなことは感じて

おりまして、これにまたさらに皆様は事務事
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業プラス、今後の、市を挙げて、部長、課

長、もちろん職員の皆様のしっかりとした取

り組みが、いかにこれからの市政、行政の改

善に役立つかということを思っておりますの

で、この点について、プロジェクトチームと

いう観点から取り組むお考えがあるか、お聞

きしたいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 再々質問にお

答えいたします。

今後、マイナンバー制度導入に向けて、全

庁的な体制づくりということであろうかと思

います。

社会保障・税番号制度への対応並びに推進

体制については、現在の担当部署である総務

課情報管理室のさらなる体制強化をはじめ、

全庁的な取り組みが必要となることから、関

係部署で構成する推進体制を構築し、この中

には、今、御提案のプロジェクトチームも対

象となろうかと思います。

そういうことから、迅速かつ的確な制度対

応を行ってまいりたいと考えております。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） １０番春日議

員。

○１０番（春日洋子君） ただいま部長か

ら、再々質問に係る御答弁ありがとうござい

ました。どうぞ、ぜひよろしくお願い申し上

げます。

次に、質問事項の３点目、児童虐待防止に

ついて再質問させていただきます。

２０１１年に虐待によって亡くなった５１

人のうち、約４割がゼロ歳児であったと聞き

及んでおります。そのうち半数は生後１カ月

の間に亡くなっているという実態にありま

す。

その一因として考えられることは、妊婦が

１人で悩みを抱えたまま出産しているという

事態があるのではないかというふうに推測さ

れておりますし、またさらには、母親が、産

んだはいいけれども、育て方がよくわからな

かったり、また、経済的に苦しい、また、地

域で相談する方、身内の方がいないという、

孤立しているということも考えられているよ

うです。

虐待の防止には、事前防止、早期発見、早

期保護、この三つがポイントと言われており

ますけれども、これらに重点的に取り組んで

いくということが、さらに求められていると

いうことになっています。

参考にお伝えいたしますと、三重県名張市

では、フィンランドの母子支援制度であるネ

ウボラを手本にして、妊娠から出産、育児ま

でを切れ目なく支援する取り組みをしている

とのことでありました。こちらでは、子育て

中のお母さんたちから大変喜ばれているとい

うことで、さらにまた、充実、拡充をしてい

くということでありましたけれども、このネ

ウボラということは、フィンランド語で助言

の場という意味だそうです。

三沢市においても、妊娠や子育てに関する

悩みをワンストップで相談できる体制を整え

ていく、このことが非常に大切になってくる

というふうに考えております。

幸い、今後、建設していくという(仮称)子

ども館建設に向けましては、看護師などの資

格を持った方が配置されて、妊娠から出産、

育児まで、お母さんたちの相談事にしっかり

と耳を傾け、アドバイスをしていく。例え

ば、こちらの名張市ではチャイルドパート

ナーという名称にしておりますけれども、配

置して、安心して子供を産み、そして育てら

れる、子育てに優しい環境の整備を進めて

いっていただきたいと思いますが、この点に

ついての御見解をお伺いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 先ほどの答

弁で、訂正させていただきたいのですが、虐

待の件数について先ほど答弁させていただき

ました。３歳から就学前で２０件と申し上げ

ましたが、２２件に訂正させていただきたい

と思います。大変申しわけございませんでし



― 15 ―

た。

それで、再質問にお答えいたします。

今年度、厚生労働省では、妊娠から出産、

子育てを切れ目なく支援する、妊娠・出産包

括支援モデル事業を２８自治体で実施するこ

ととしております。

ただいま議員から御紹介ございました三重

県の名張市は、人口の減少と高齢化に加え、

保育所の待機児童数の増加という課題を解消

するため、ことし７月から名張市版のネウボ

ラ構想をスタートさせたとのことでございま

す。

名張市の健康支援室によれば、当面は、業

務を行う職員の研修や養成が課題であり、軌

道に乗るまであと数年かかるとのことでござ

います。

これを三沢市に置きかえて考えてみます

と、まず、事業を行う実動となる職員をどう

するか。現状では、看護師、保育士などの有

資格者、あるいは研修や養成を受けた方など

が必要になります。ことし行いました職員の

採用状況を見てもわかりますとおり、看護師

や保育士は非常に確保が困難な状況であり、

大きな問題でございます。

また、このモデル事業は、今年度から始め

られた事業でありますことから、成果がまだ

見えていない、これから見えてくることにな

ります。したがいまして、今後、児童虐待防

止を含めたモデル事業の成果を調査・研究し

た上で、実施の可否について検討してまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） １０番春日議

員。

○１０番（春日洋子君） ただいまの健康福

祉部長の答弁に対して、再々質問をさせてい

ただきます。

私がこのネウボラに固執する思いは、どこ

までも参考にということでお話をさせていた

だきましたけれども、これから三沢市が進む

べき将来の姿、あるべき方向性ということに

ついて、私もこのことを学ぶ機会がありまし

たので、参考に申し上げさせていただきまし

たけれども、ネウボラに限らず、相談体制の

確立ということは、ただいま健康福祉部長か

ら、職員の確保が困難ということでありまし

た。

私は、例えばですけれども、ボランティア

で、保育士、看護師の有資格者が現役を勇退

されて、ＯＢの方も市内にいらっしゃること

と思います。このような方々の思いをいただ

けるならば、ボランティアで、これからの未

来にわたる子供たちのために力を、これまで

の長い経験を生かし、活用していただく、こ

のようなお願いをしながら、体制づくりがで

きる方法があるのではないかというふうに思

うものですけれども、この点についての御見

解をお伺いしたいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） ボランティ

アによる職員の確保についてお答えいたしま

す。

現役を勇退された保育士や看護師の方を活

用するということだと思いますが、現役を勇

退された方の保育士、看護士、これについて

も大変確保が難しい。

例えば今、児童館がございます。この児童

館に職員の方の配置をする場合に当たって

も、指定管理が入っておりますが、なかなか

苦労して見つけている状態で、非常に人員の

確保が難しいという状況でございます。看護

師についても、病院側でも何度も再募集した

りして、苦労しているようでございます。こ

の確保については、大変三沢市は苦慮すると

いうことでございます。

これから年齢等を引き上げするなどして、

検討していきたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） １０番春日議

員。

○１０番（春日洋子君） 再々質問に係る御

答弁ありがとうございました。

次に、４点目の不妊・不育症の相談体制に
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ついてのうち、市の対応について再質問させ

ていただきます。

厚生労働省では、不妊治療に係る近年の医

学的知見を踏まえ、より安心・安全な妊娠、

出産に資する適切な支援の観点から、不妊治

療に必要な費用の一部を助成する、不妊に悩

む方への特定治療支援事業の助成対象範囲を

見直したということであります。このこと

は、本年４月１日から一部施行することと

なっておりました。

完全施行は２８年４月１日からとのことで

ありますけれども、この制度改正周知用ポス

ター、リーフレットは、関係医療機関や自治

体の関連窓口等に提示していただくというふ

うになっておりました。また、厚生労働省の

ホームページに掲載し、助成対象範囲の見直

しについて周知することとしているというこ

とでございました。

私もこのページを見ましたけれども、国や

県の支援事業でありますけれども、このよう

な情報の周知というのは、よりきめ細かに親

切に行っていく必要があるではないかという

ふうに思っておりました。

このことで悩んでいる方へ、しっかりと寄

り添った、優しい心配りができるものという

ふうに思っておりまして、可能であれば、ぜ

ひ市のホームページ等でも、先ほど部長から

答弁いただいた国、県の助成事業、もちろん

さまざまな情報社会でありますので、個人個

人がすぐに上十三保健所、県のホームページ

等々で知ることはできるかもしれませんけれ

ども、市としてもしっかり皆さんの悩み、思

いを受けとめているのですよということのそ

のあらわれが、市の関係するホームページ等

でも事業内容を掲載するという、そういう取

り組みが必要ではないかというふうに思いま

すけれども、この点について、これまでもさ

れているかと思いますけれども、市のホーム

ページに限らず、広報等でもよろしいですけ

れども、できる限りの対応、広報、周知とい

うことを考えていただきたいと思いますけれ

ども、これについての御見解をお伺いいたし

ます。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） ホームペー

ジへの掲載についての再質問にお答えいたし

ます。

不妊治療を希望する方は医療機関にかかる

ことになります。県では、特定不妊治療助成

事業の指定医療機関を定め、体外受精や顕微

授精などについて助成をしております。残念

ながら三沢市内の全ての医療機関は、県の補

助対象の指定医療機関になっていないことか

ら、市民が誤解を招かないように三沢市の

ホームページには掲載しておりませんでし

た。

しかし、今、議員がおっしゃるとおり、今

後において、三沢市以外の県の指定医療機関

で不妊治療をする市民のためにも、ホーム

ページの掲載を前向きに検討してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） １０番春日議

員。

○１０番（春日洋子君） 再質問に係る御答

弁ありがとうございました。よろしくお願い

いたします。

最後に、５点目の不育症への治療費助成事

業導入について再質問させていただきます。

子供を産む環境づくりは、先ほど申し上げ

ましたとおり、少子化対策の観点から、最優

先の取り組みであるということは、私のみな

らず、申し上げるまでもないことであります

けれども、不育症と診断されても諦めずに治

療を受け、念願の子供が授かるよう、私とし

ましては、行政として可能な範囲で助成して

いくべきものではないかというふうに願って

の質問でありましたけれども、先ほどの健康

福祉部長の答弁を伺っておりますと、さまざ

まな条件、ヘパリン注射に対しての副作用、

血小板減少ですとか、治療しても確率が低い

から助成するまでもないというような、

ちょっと言い過ぎた言い方かもしれません
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が、非常に冷たいですねというふうに思いな

がらお聞きしておりました。たとえ１人で

あっても、悩んでいる方が子供を授かったと

きの喜びというのは、どれほどかはかり知れ

ないことでしょうか。

三沢市としても、子育て支援策は、さまざ

まな充実、拡充をしてまいりましたけれど

も、子供が誕生してこその子育て支援。悩ん

でいる御夫婦がどれほどの思いで、子供を授

かりたいという苦労、悩み、苦しみを経て取

り組んでいる。このことに関して、諦めなく

てもいいのだよ、一緒に頑張りましょうとい

う、そういう思いが行政にないのかというふ

うに思っておりました。

種市市長、私はこのことについて、人数が

多かろうと少なかろうと、１人の命を誕生さ

せるということの大変さ。幸いにスムーズに

赤ちゃんが授かり、無事に出産できる人は幸

せでございます。ですけれども、そうではな

い、本当に諦めて、苦しんでいるという、こ

ういう人たちが、何人かはわかりませんけれ

ども、ゼロではない。いらっしゃるというこ

とに関して、私は全て助成してほしいわけで

はなくて、一部助成をしていく、そういう寄

り添った取り組みがなされていくものではな

いか。それが、ひいては将来にわたって、少

子化対策、出生率向上に向けて着実に効果を

出すものというふうに思いますし、また、三

沢市の優しい取り組みが、住んでよかった、

また、三沢市に転入してきたいというよう

な、そういう思いにも広げていかれる取り組

みではないかと思っておりましたので、ぜひ

市長からの御見解をお伺いさせていただきま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） この種のことについ

ては、非常に不勉強でありますが、今お伺い

まして、事の大事さを痛感いたしました。有

効な手だてを考えてまいりたいと、このよう

に思います。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、１０番

春日洋子議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１２番堀光雄議員の登壇を願います。

○１２番（堀 光雄君） おはようございま

す。

みさわ未来の堀光雄です。通告に従いまし

て、一般質問をさせていただきます。

最初に、政治姿勢についてお伺いいたしま

す。

アジア新時代と言われて、２１世紀が幕開

けいたしましたが、今まさにこのことが現実

のものとなっております。

また、地域間紛争や地球温暖化などが依然

として国際問題となっております。

これらの世界情勢は、為替相場、輸出入、

技術革新などに影響を及ぼし、地方都市とい

えどもグローバル化を意識せざるを得ない時

代となりました。

一方、国内情勢に目を転じますと、少子化

や高齢化に起因する諸問題、さらには、対応

を急ぐべき防災、経済、雇用、福祉、外交な

どの課題がめじろ押しであります。そして今

まさに、それらの方向性を問う国政選挙のさ

なかでございます。

このような中にあって、平成２３年６月１

７日の種市市長２期目就任から、あと半年足

らずで任期が満了いたします。

４年前の１２月議会においては、続投を切

望し、その所信を伺う一般質問に対し、市長

は、独掌鳴らずの精神を尊重し、市民本位の

姿勢を貫き、市民のために汗を流したいと答

えておりましたが、まさに、うそ偽りなく基

本姿勢を実践いたしました。これは、市民が

広く認めるところであります。そして、これ

からも基本姿勢を貫いていただきたいと思っ

ております。奇をてらうことなく、泰然と難

局に立ち向かう姿は、市民の誰もが高く評価

しております。

思えば、東日本大震災による漁港施設の復

興は見事でございました。市長の決断と行動

力によって、先月、漁民研修センター等の竣
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工をもって全ての復興はなし遂げられまし

た。このスピード感ある取り組みは、市内外

から高く評価されております。

市長は、多くを語りませんが、震災直後か

ら財源に関する交渉を積極的に行ったと漏れ

聞いております。

また、札幌丘珠線の就航、大阪伊丹便の復

便に関しても、航空業界そのものが揺れ動く

中、綿密に情報を収集し、先を読み、数ある

選択肢の中からベストの選択を行いました。

空の便の充実は、今や企業誘致、メディアを

通じた三沢の知名度アップ、文化や人の交流

等に大きく貢献しております。

食肉処理場の規模拡大に関しましても、熟

慮に熟慮を重ねて決断し、今や三沢は、生体

からカット肉までの工程において日本一と聞

いております。世界経済や病気などの影響を

受けることもありますが、行き届いた衛生管

理が評価され、三沢の肉が世界に輸出される

までになっております。

そのほかにも、ほっき丼の普及・推進、わ

んぱく家族米、企業誘致、防災メール配信、

妊婦健康診断の拡充、新築リフォーム支援事

業、ニンジン洗浄選別施設、第三中学校新

築、学校給食センターを併設した農産物加工

施設、エリアワンセグ放送、協働のまちづく

り市民提案事業、第１配水場、津波監視カメ

ラの整備など、実例を挙げれば枚挙にいとま

がございません。

福祉、教育、経済、都市基盤などにバラン

スよく配慮しております。このことは、常に

市民の目線に立って、「人とまち みんなで

創る 国際文化都市」を基本理念にした行政

運営の軌跡であります。

市長は、昨年度から、市長と語ろう住民懇

談会を開催し、昨年度は地域別に、本年度は

職域別に、住民の皆さんの意見を拝聴し、行

政運営の参考にしております。私は、これを

高く評価する１人であります。市民アンケー

トや各界代表者からの情報のみならず、市長

が切れ目なく直接市民の声を肌で感じ取るこ

とは、血の通った行政、将来を見通した行政

に極めて重要だからであります。

先ほども、世の中が大きく動いていること

や、三沢が着実に発展していることを申し述

べましたが、このような時代だからこそ、市

民は経験と実績を持ったリーダーを求めてお

ります。そのリーダーとは、種市市長、あな

たにほかならないと思うのであります。

三沢の駅周辺整備、子ども館もまだ実施設

計前ではありますが、強力に推し進めていた

だきたいと願っております。

全国農業協同組合連合会という組織のトッ

プとして、その経営手腕を発揮され、政財界

にもその足跡を残された実績と経験は、４万

市民誰しもが認めるところであります。

加えて、これまでの市長としての市民目線

に立った着実な実践力と力強い行動力、これ

も４万市民誰しもが認めるところでありま

す。

先般、子育て年齢の主婦が三沢の魅力を高

く評価して話題となりましたが、これも種市

市長の市民の目線に立った、やるべきことは

やるという姿勢が、この評価をもたらしたも

のであります。

「未来を拓く人づくり」、「人が行き交う

まちづくり」、「心安らぐ生活づくり」のた

め、これからも困難な行政課題に果敢に立ち

向かっていただきたいと思っております。

今、芽生えている三沢に吹くよい風をとめる

ことなく、さらなる三沢市の躍進を卓越した

バランス感覚で推し進めていただきたい。

三沢丸は、種市市長、あなたを船長とし

て、大海原を威風堂々と航海したいもので

す。この三沢市をこれからも牽引していただ

くことを願い、市長職の続投を真に切望する

ものであります。その所信を強くお伺いする

ものであります。

次に、交通問題の札幌丘珠線についてお伺

いいたします。

待望の三沢－札幌便については、札幌丘珠

線が平成２５年７月１日に新規開設となりま

した。北海道との人的、物的交流が図られ、

当市を含む周辺自治体の交通利便性が飛躍的
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に高まりました。

しかしながら、札幌丘珠線を取り巻く行政

の変化も生じております。

一つには、新幹線の北伸であります。平成

２７年度末に、北海道新幹線の新青森－新は

こだて北斗間が開通することであります。

もう一つは、筆頭株主の変更であります。

これまでの北海道庁から、ＪＡＬに筆頭株主

が変更されました。この変更は、三沢－札幌

便の今後についてどのような影響を及ぼすの

でしょうか。ぜひとも諸情勢の変化に柔軟に

対応して、路線の維持に万難を排してほしい

との思いから、次の３点について御質問いた

します。

１点目は、平成２５年７月１日の新規開設

から直近までの搭乗率の推移はどうなってい

るのか。さらに、その推移は予想どおりなの

か、御見解をお伺いいたします。

２点目は、函館経由便と札幌直行便との関

連はどうなっているのか、特に、それらは相

乗効果があるのか、御見解をお伺いいたしま

す。

３点目は、今般、北海道エア・システムの

筆頭株主がＪＡＬになりました。このことは

今後の三沢便にどのような影響を及ぼすと予

測しているのか。

以上、３点についてお尋ねいたします。

最後に、国際交流問題についてお伺いいた

します。

今般、使節団員としてウェナッチに行き感

じたことがあります。それは、ウェナッチバ

レーとの交流は三沢の財産であるということ

です。長い年月をかけて培った友好のきずな

はとても深く、全国的にも誇れるものではな

いでしょうか。もっと進化させるべきである

と考えます。

グローバル人材の養成が急務であることを

踏まえ、例えばウェナッチバレー大学への留

学を支援するなど、交流を進化させ、または

拡大させる施策を検討すべきと考えます。

そこで、姉妹都市交流の拡大、または姉妹

都市交流を活用してのグローバル人材の育成

等について考えがあるのか、伺うものであり

ます。

以上で、私の一般質問を終わります。答弁

のほどをよろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの１２

番堀光雄議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの堀議員御

質問の政治姿勢については私から、その他に

つきましては副市長並びに政策財政部長から

お答えさせますので、御了承願いたいと存じ

ます。

堀議員御質問の任期満了に伴う三沢市長選

挙への３期目出馬についてお答えをいたしま

す。

ただいま大変身に余るお言葉と出馬への強

い要請をいただきました。大変身の引き締ま

る思いで拝聴いたしておりました。

平成１９年６月に、市民の皆様の負託を受

けて市長に就任して以来、「人とまち みん

なで創る 国際文化都市」の基本理念のも

と、まさに独掌鳴らずの精神で、三沢市発展

のために全力を傾注してまいりました。

おかげさまで、福祉、教育、経済、都市基

盤整備など、バランスよく一定の成果をおさ

め、さらには、財政の健全化も実現できたも

のと自負いたしております。これもひとえに

市民の皆様、議員各位の御理解と御指導、御

協力のたまものでありまして、衷心より感謝

を申し上げるところであります。

さて、３期目の出馬についてでございます

が、後援会や市民の方々からも既に御要請を

受けております。この皆様の思いを重く受け

とめ、当市を取り巻く諸情勢を鑑みるとき、

堅実な行政経営のもと、これからも重要課題

に取り組むことが私の責務であるとの思いに

至りました。

そして、「未来を拓く人づくり」、「人が

行き交うまちづくり」、「心安らぐまちづく

り」実現のために、来年の三沢市長選挙に立

候補することを決意いたしました。（拍手）
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○議長（小比類巻雅彦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 交通問題の札幌

丘珠線に関する御質問にお答えいたします。

第１点目、三沢－札幌丘珠線の搭乗率の推

移についてでございますが、札幌直行便につ

きましては、開設当初の平成２５年７月の搭

乗率は７５.０％と高い水準を示しておりま

したが、平成２５年度の平均搭乗率は５５.

４％となっております。

函館経由便につきましては、開設当初の平

成２５年８月の搭乗率は３４.７％で、平成

２５年度の平均搭乗率は３１.１％となって

おります。

また、今年度の１０月末までの状況といた

しましては、直行便については平均搭乗率５

７.３％、経由便につきましては平均搭乗率

２７.３％となっております。前年度と比較

いたしまして、平均で、ほぼ横ばいの状況で

あります。

予想どおりかどうかと申しますと、少し物

足りないかなと感じております。

次に、第２点目の函館経由便と札幌直行便

の相乗効果についてお答えいたします。

札幌直行便につきましては、平成２５年７

月の開設以来、発着時刻が午前中の１便のみ

となっております。

また、函館経由便につきましては、同年８

月から１１月までと、平成２６年４月２６日

から１０月末までの土曜、日曜、祝日の期間

限定運航ではありますが、期間中は発着時刻

が午後に設定されておりましたので、三沢－

札幌丘珠線が１日２便となり、利用者にとっ

ては選択肢がふえ、大変便利であると考えて

おります。

しかしながら、従来から搭乗率の高い札幌

丘珠－函館線の利用者が函館経由便を利用す

るため、三沢－函館間の利用者がなかなか座

席を確保できない状況となっております。こ

のため、利用者ニーズのさらに詳しい把握と

分析が必要であると考えております。

次に、第３点目の北海道エア・システムの

筆頭株主が日本航空になったことによる、今

後の三沢便に及ぼす影響についてお答え申し

上げます。

平成２６年１０月２３日付で、北海道エ

ア・システムが日本航空のグループに加わり

ました。その影響について、当市といたしま

しては、機材、整備、営業など、あらゆる面

で体制が強化されるものと認識しており、日

本航空に対しましては、引き続き現路線の維

持と利用促進に向けた取り組みのさらなる強

化により、三沢空港圏域の地域振興に貢献し

ていただきたいと要請しております。

市といたしましても、今後とも青森県、三

沢空港振興会構成市町村及び三沢空港利用促

進期成会などの御協力を得ながら、北海道及

び日本航空などと連携を密にし、本路線の利

用促進に努めてまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 国際交流問

題に関する御質問にお答えいたします。

当市は、ミス・ビードル号による世界初の

太平洋無着陸横断飛行の歴史的偉業を縁とし

て、昭和５６年にアメリカワシントン州ウェ

ナッチ市と姉妹都市協定を結び、その４年後

の昭和６０年に、はじめての中学生大使４名

を派遣して以来、本年１０月まで、延べ２５

５名に上る中学生大使及び高校生大使を派遣

してきたところであります。

御質問の第１点目、ウェナッチバレー短期

大学への留学支援についてのお尋ねでござい

ますが、市では、姉妹都市に所在する高等教

育機関に６カ月以上就学する青少年を対象

に、２０万円以内の入学支度金を貸し付け

る、姉妹都市奨学資金制度を平成２２年に定

めております。

市では、これまでも市民へのウェナッチバ

レー短期大学に関する情報提供や留学相談の

受け付けを行っているほか、市内及び近隣の

高等学校にもパンフレットを送付し、ウェ

ナッチバレー短期大学の紹介を行ってきてい

るところでありますが、これまで三沢市から
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の留学生は１人しか出ていないということも

ありまして、この奨学金の貸し付けについて

は、これまで実績がないというのが実情でご

ざいます。

次に、御質問の第２点目、今後さらに姉妹

都市交流を拡大し、グローバル人材の育成に

取り組んでいくべきではないかとのお尋ねで

ございますが、日本人の英語力は、世界の中

でも最下位グループに位置すると言われてお

り、グローバル化が進む中、国際感覚に富

み、語学力を兼ね備えた人材の育成は、国及

び地方を挙げて取り組むべき重要な課題であ

ると認識しております。

このため、市といたしましては、１人でも

多くの児童生徒たちが、小学校からの英語教

育や姉妹都市での海外体験などを通じ、ウェ

ナッチバレー短期大学をはじめとする外国留

学を目指し、将来は、国際社会、我が国、そ

して地域を担う人材として活躍することを期

待するものであり、今後は、より教育的意義

から、姉妹都市交流の拡大、発展を図ってま

いりたいと考えております。

具体的には、これまでの中学生・高校生大

使の派遣に加え、ウェナッチバレー短期大学

が実施する夏休みを利用した、１０日程度の

短期英語研修、異文化プログラムへ市内の高

校生を派遣したいと考えており、平成２８年

度からの実施に向けて、今後、制度の検討準

備を進めてまいりたいと考えております。

国際語としての英語の重要性はますます高

まっていくものと考えており、市といたしま

しては、子供たちの将来の可能性を伸ばし、

多くの優秀な人材が、この国際文化都市三沢

から世界に羽ばたいていけるよう、さらに積

極的な姉妹都市交流とウェナッチバレー短期

大学への留学支援に取り組んでまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） １２番堀議員。

○１２番（堀 光雄君） 先ほど市長から３

選出馬の決断をいただきました。多くの市民

が望んでいると思います。

まだ三沢市総合振興計画も途中であります

ので、市長が強い意志を持って推し進めてい

ただきたいというふうに思います。

それでは、１点だけ、交通問題について再

質問させていただきます。

北海道エア・システムからＪＡＬに株主が

変更されたということで、１０月でしたか、

発表になりましたけれども、ということは、

もう北海道は関係なくなったということなの

か、そこだけ答弁をお願いします。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） 筆頭株主の変更

に伴い、北海道庁との関係はどうなるかとい

う御質問であろうかと思いますが、北海道庁

との関係では、これまで、一つには、北海道

エア・システムの筆頭株主という立場でのか

かわり、すなわち、運航形態等を、当市の希

望するものを要望するという立場がございま

した。

二つ目は、札幌丘珠線で結ばれる自治体同

士という視点から、互いに協力して、就航率

向上に向けて協力し合う関係でございます。

このような２面性がございましたが、今後

は、前者の関係が少し薄くなると思います。

しかしながら、互いに協力し合って路線維持

に努力していく姿勢に変わりはございませ

ん。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、１２番

堀光雄議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時２６分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（野坂篤司君） 議長を交代いたし

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

８番太田博之議員の登壇を願います。
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○８番（太田博之君） ８番みさわ未来の太

田博之でございます。

質問に入る前に、午前中の堀議員の質問に

答える形で、種市市長の３期目の出馬表明が

なされました。私は、続投を熱望する市民の

１人として、これまでの市民目線に立った政

治姿勢を貫き、今後とも、これまでの豊富な

経験と積み上げてきた実績をもとに、さらな

る三沢市の発展のために御尽力を賜りたいと

心より願うものであります。

また、私も議会人として、二元代表制のも

と、是々非々等の姿勢は変わりませんが、微

力ながら一生懸命に支えてまいる覚悟でござ

います。

拍手がないようなので、それでは、通告に

従いまして、行政問題、教育問題について一

般質問をさせていただきます。

はじめに、行政問題の１点目、地域コミュ

ニティー協議会の設置について伺います。

現在、衆議院選挙の真っただ中であります

が、平成２４年３月行われた三沢市市議会議

員選挙において、私は、３期目のマニフェス

ト、いわゆる市民との約束の柱として、「み

んなで支えるまちづくり！「地域の力」を育

てます！」と題し、学校を核とした協働のま

ちづくり、地域コミュニティーの再生を掲

げ、選挙戦を戦いました。

当選からこれまで、行政視察等を通じ、調

査・研究を重ねる中で、この問題の奥深さを

実感すると同時に、この問題の重要性にも改

めて気がつかされました。

そうした中、今回の提案は、日々の生活に

密着した住民自治の基本である町内会の５年

後、１０年後のあり方、とりわけ、地域コ

ミュニティーはもちろん、地域のつながりと

いったキーワードの視点から、先進事例をも

とに質問するものであります。

さて、平成２１年７月に、市民が主体と

なって行政に参加できる、協働による新しい

まちづくりを推進するため、三沢市協働のま

ちづくり市民会議が設置され、平成２４年２

月に、三沢市協働のまちづくり推進指針素案

が策定され、三沢市に提言されました。

市は、その提言をもとに、同年３月、三沢

市協働のまちづくり推進指針をまとめ、現

在、常に協働の視点から各種政策を推進し、

市民一人一人が輝き、参加し、心触れ合う個

性豊かな協働のまちづくりの実現を目指し、

行政、町内会、市民活動団体や企業等の連携

を進めています。

また、地域のリーダーの育成や市民活動の

拠点となる市民活動ネットワークセンターみ

さわ、愛称そだなす館の設置など、協働のま

ちづくりに成果を上げてきているところであ

ります。

しかし、私は、この先、５年後、１０年後

の地域コミュニティーが本当に活性化するの

か、正直、不安なのであります。

私たちは、東日本大震災で、災害時におけ

る町内会や自主防災組織の重要性を嫌という

ほど認識させられました。町内会の加入率が

減少し、会員の高齢化が進む中、さらには、

今後の行財政改革に伴う自治体のスリム化を

考えると、現状の行政サービスだけでは、加

速する少子高齢化社会を支えることが困難に

なるのではないかと懸念されております。

そこで、新たな地域コミュニティーのあり

方、とりわけ、市民と行政のパートナーシッ

プの確立並びに住民が地域の課題を解決する

地域の力の向上に向け、地域住民の自治意識

を高めるために、新しい視点のイノベーショ

ン的発想が求められているのではないかと思

うのです。

そうしたことから、今回、ここ数年実施す

る自治体が増加している施策で、学校を核と

する地域コミュニティー協議会の設置を提案

するものであります。

この協議会は、小学校区単位で、各種団体

や個人がフラットな形で情報交換などを行っ

ていくことによって、地域における各活動主

体が横につながるきっかけをつくり、地域コ

ミュニティーの活性化を促す組織でありま

す。

先般、京都府長岡京市で実施されている地
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域コミュニティー協議会の実態を行政視察し

てまいりました。

長岡京市では、平成２２年に、長岡第七小

学校区地域コミュニティー協議会の設立を皮

切りに、これまで１０校区のうちの半数とな

る５校区に協議会が設置されております。

協議会は、自治会、いわゆる町内会はもち

ろん、住民、学校、保育所、幼稚園、老人ク

ラブ、ＮＰＯを含むボランティア団体、医療

機関、事業所など、地域にかかわるさまざま

な活動団体の人たちで構成をされています。

活動としては、主に学校行事の支援等を中

心に、学区内のお年寄りや子供たちの安全安

心につながる活動をはじめ、コミュニティー

につながるイベントや生涯学習等の活動も行

われており、協議会の中には部会を設置する

などして、それぞれ地域の課題や問題点に積

極的に取り組んでいます。

もちろん各協議会では、地域の実情に合わ

せ、組織の内容や事業はさまざまでありま

す。小学校の規模によって協議会の会員数も

違いますし、それに応じた事業運営に係る市

からの補助金もまちまちとなっています。

協議会へ義務づけられているのは、各協議

会のコミュニティーニュースの発行だけで、

それ以外の事業運営は全て地域の人たちに委

ねられています。

そうしたことで、活動の自由度と負担を回

避し、まずは協議会を設立させ、その中で時

間をかけて話し合い、時にはワークショップ

などを開催するなどして、地域の課題に広域

的に取り組んでいく環境づくりを推し進めて

いるのであります。

また、長岡京市で特筆されることは、学校

を地域コミュニティーの核と位置づけるため

に、活動拠点を学校の空き教室を活用した

り、学校の敷地内に活動拠点を建設するな

ど、市長部局に市民参画協働推進本部を設置

し、積極的に取り組んでおります。

さらに、地域コーディネーターとして、市

の嘱託職員を各協議会に１名常駐させ、団体

間の事業や活動の整理、行政とのパイプ役を

専門的に担っています。

私は、今日の三沢市の町内活動を批判する

つもりは全くありません。これまで長きにわ

たり地域のコミュニティーを支え、活動して

こられた方々へ、親愛なる敬意と感謝を申し

述べるものであります。

しかしながら、冒頭に述べたような町内会

の実情を考えたとき、各単一町内会の活動で

はなく、学校区単位で、さまざまな人たちと

かかわる環境の中から、諸問題を共有し、話

し合い、地域の宝である子供たちのため、ま

た、これまでこの三沢市の発展を支えてきて

くれたお年寄りの方々を、学校を核に集える

組織が必要と思うのであります。

学校、家庭、地域の連携と言われ続けてき

た中で、ＰＴＡ活動と町内会活動の融合を基

調とする、まさに学校でつながる地域コミュ

ニティー協議会は、開かれた学校とあわせ、

今求められていると確信しております。

そして、その協議会の活動を通じ、各町内

会のあり方を地域全体で模索することで、将

来の町内会のあるべき姿を構築していくこと

ができるのだと思います。

そこで、お伺いします。

１点目は、三沢市の町内会の過去３年の加

入率の推移と活動状況について伺います。

２点目として、ただいま提案させていただ

きました地域コミュニティー協議会の設置に

ついて、御見解をお伺いいたします。

次に、行政問題の２点目、三沢市出前講座

についてであります。

先ほど来、地域コミュニティーの重要性

と、新しい視点のイノベーション的発想につ

いて述べてまいりました。そうした中、市民

が主体となった、「みんなで創る」にぎわい

のあるまちづくりを目指すことから、1人で

も多くの市民が自発的に参加し、充実した活

動を行える情報発信が、今、強く求められて

おります。

種市市長もみずから、各種団体や世代間を

越え、市内各所において情報発信を行うと同

時に、市民の声を聞いて回っております。こ
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れまで、一貫してそのような姿勢を貫いて、

市民が主役の政治を創造する、そのリーダー

シップに敬意を表するものであります。

また、市職員の皆さんも、市民の希望に応

じて出向き、市民の知りたいことや聞きたい

ことを説明する出前講座を行ってきておりま

す。この事業は、言うまでもなく、情報公開

の視点からも、今後の協働のまちづくりを推

進するための重要な施策の一つだと考えま

す。

そこで、１点目、出前講座の過去５年間に

おける利用状況について伺います。

２点目として、現状を踏まえ、今後の出前

講座のあり方についての御所見をお伺いいた

します。

最後に、教育問題、生涯学習のまちづくり

推進計画の策定についてであります。

さて、今回の一般質問は、私が３期目に掲

げたマニフェストの柱について取り上げさせ

ていただいておりますが、この教育問題につ

いても、質問趣旨は同様に地域コミュニ

ティーの再生であります。

私は、これまで何度となく、まちづくりの

視点で、この生涯学習の問題について質問、

また、提案をしてまいりました。本日も、こ

れまで述べてきた地域コミュニティーの再生

に、どうしてもこの生涯学習の視点を外すこ

とができないとの認識から、いま一度、教育

委員会の御見解を伺うものであります。

私は、平成２０年８月から青森県生涯学習

審議会の委員を務めさせていただいておりま

す。これまで、県内における社会教育のリー

ダーの方々と御縁をいただき、私自身が会議

に出席することで、たくさんの気づきをいた

だきました。

さまざまなテーマにおいて、調査、報告、

提言等、これまで参画してまいりましたが、

最近思うことは、生涯学習とは一体何のため

に行うものなのか、なぜ今、生涯学習が必要

なのかを、１人でも多くの方々に知っていた

だきたいということであります。

さて、平成２４年第１回定例会において、

生涯学習について一般質問させていただいた

際に、静岡県掛川市の生涯学習都市宣言の宣

言文を朗読させていいただきました。

生涯学習に参加されている方々には、今さ

らと思われる方もいらっしゃるかもしれませ

んが、生涯学習とはについて、５点ほど紹介

させていただきます。

生涯学習とは、１、人が生涯にわたり学

び、学習の活動を継続して行うこと。２、生

きがいを持ち、人生を豊かにすることにつな

がる。３、自分に適した手段や方法を選びな

がら行うことができる。４、学校や社会の中

だけでなく、生活のあらゆる場面で行われ

る。５、広く地域づくり、まちづくりの原動

力となる。

ただいま紹介した内容は、実は黒石市が策

定している第３次黒石市生涯学習のまちづく

り推進計画ダイジェスト版の生涯学習とはの

項目であります。

昨今、全国的に生涯学習のまちづくりの重

要性が再認識され、各自治体でさまざまな取

り組みがなされております。

繰り返しになりますが、地域社会における

世代構成の変化と、人口減及び子供の数の減

少、特に青森県においては女性の減少が顕著

となっている現状下にあって、将来、地域コ

ミュニティーそのものがなくなるのではない

かと危惧されております。

そうした中、私はこれまで、市民の皆様に

いかにして学びの種を拾っていただくか、ど

うしたら学びの場に参加をしていただけるか

を議論してきた者の１人として、生涯学習の

まちづくりが、まちづくりの推進力となるよ

う強く訴えたいと思うのであります。

今後、生涯学習の取り組みの差が、まちの

発展に大きくかかわっていく時代となること

でしょう。

そこで、地域コミュニティーの基盤となる

学びと社会参加を通した人材育成を目的に、

三沢市ならではの国際文化都市として、生涯

学習におけるまちづくり推進計画の策定に着

手すべきと考えますが、当局の御見解を伺い
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ます。

以上で、私の壇上からの質問を終わりま

す。

○副議長（野坂篤司君） ただいまの８番太

田博之議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの太田議員

御質問の行政問題の第２点目、三沢市の出前

講座については私から、その他につきまして

は教育長並びに政策財政部長からお答えをさ

せますので、御了承願いたいと存じます。

当市の出前講座は、市民の皆様に市政に関

する情報を提供することを目的に、平成１２

年度から実施いたしておりますが、町内会や

各種団体の集会、小中学校などに出向き、市

政に関するさまざまなお話をさせていただく

とともに、市民の皆様とのコミュニケーショ

ンの場ともなっておるわけであります。

出前講座のメニューにつきましては、行政

に関することから、健康や福祉、あるいは教

育、経済など七つの分野から成り、現在８２

種類のメニューを設けておりますが、毎年更

新するとともに、メニュー以外の内容につい

ても御相談に応じております。

また、出前講座の周知の方法につきまして

は、毎年、新メニューの内容や担当課を全町

内会に配布し、活用を呼びかけているほか、

市ホームページトップ画面の市民の広場をク

リックしていただくと、ごらんいただけるよ

うになってございます。

御質問の出前講座の利用状況であります

が、過去５年間の実績といたしまして、平成

２１年度が１３件、平成２２年度が７件、平

成２３年度が８件、平成２４年度が１件、平

成２５年度が３件となっており、講座創設後

５年間の平均が２０件以上あったことに比較

しますと、減少傾向にあります。

このような利用状況となっておりますが、

最近では、市がさまざまな懇談の場を設け

て、市民の方々と直接コミュニケーションを

図る機会が増加しておりまして、市民のほう

からは、市政についてさまざまな説明の機会

があり、情報が得られるという声も寄せられ

ております。

さらに、インターネットを活用し、市に関

する情報収集が容易にできることから、講座

創設当時に比較しまして、依頼件数が減少傾

向になったものと考えております。

次に、出前講座の今後のあり方であります

が、出前講座による市政に関する情報提供

や、あるいはコミュニケーションの機会は、

市の職員が直接市民と接し、対話を通して意

見や、あるいは提案を得られる貴重な機会で

もあることから、より多くの市民の皆様に活

用していただけるよう、また、相互のコミュ

ニケーションがより効果的にできるよう、講

座の進め方の工夫など、改善に努めてまいり

たい、このように思います。

また、各種説明会や懇談会の開催など、広

く市民の意見を聞く機会が増加しております

けれども、今年度は新たな懇談会の試みとし

まして、市長と一緒にパートナーサロンを設

けて、随時希望団体を募集しております。参

加団体がみずからテーマを設定し、そのテー

マに沿って、思いやあるいは提案について参

加者と語り合うというものであります。

今後におきましても、出前講座のほか、各

種説明会や懇談会などの機会を捉え、市民の

皆様に市政の情報を提供していくとともに、

御意見やあるいは御提案をいただけるように

努めてまいりたい、このように考えておりま

す。

よろしくお願い申し上げます。

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 行政問題の

第１点目、地域コミュニティー協議会の設置

についての町内会加入率の推移についてお答

えいたします。

現在、市内には１０８の町内会がございま

すが、過去３年間の町内会の加入率につきま

しては、各年度５月末現在となっております

が、平成２４年度は６０.１％、平成２５年

度は６１.６％、平成２６年度は５９％にと
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どまっており、生活様式や価値観の多様化な

どにより、減少傾向となっているところであ

ります。

町内会加入率向上への対策としては、各団

体、企業等への協力要請や加入促進ＰＲのほ

か、平成２７年２月には町内会活動の活性化

をテーマに講演会の開催を予定しており、町

内会をはじめとする市民の皆様とともに、行

政職員も参加し、理解を深め、意識を統一し

て地域の活性化に取り組み、加入率の向上に

努めてまいりたい考えております。

また、町内会の活動状況としましては、地

域におけるさまざまな活動のほかに、地域の

課題解決のため、市民活動団体とともに各種

セミナーや市民団体等との交流会へ積極的に

参加されている町内会長が増加傾向となって

いるところであり、今後もＮＰＯや市民活動

団体などと連携を深めるセミナーや交流会の

機会を設けて、地域活性化の推進を図ってま

いりたいと考えております。

次に、地域コミュニティー協議会の設置に

ついてお答えいたします。

近年の少子高齢化の急速な進展による社会

環境の変化の中で、協働によるまちづくりを

進めるには、地域コミュニティーは欠くこと

のできないものであり、その重要性が求めら

れているところであります。

そのような中、地域コミュニティー協議会

につきましては、学校、家庭、地域を核とし

たコミュニティーの広域化となり、新たな地

域活性化の手段として非常に効果的であろう

かと考えますが、まずは住民の意識の高まり

が大前提になると思われることから、地域コ

ミュニティー協議会について広く住民の理解

を深める機会を設け、住民懇談会をはじめと

し、市民の意見を拝聴しながら調査・研究を

してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題、生涯学

習におけるまちづくり推進計画の策定につい

てお答えいたします。

国は、平成２５年６月１４日、閣議決定し

た第２期教育振興基本計画においては、きず

なづくりと活力あるコミュニティーの形成を

基本的方向性の一つとして位置づけし、互

助・共助による活力あるコミュニティーの形

成を明確な成果目標とし、その形成を図る方

策として、全学校区に学校と地域の連携、協

働体制を構築することを掲げました。

県においては、平成２５年１２月、青森県

基本計画・未来を変える挑戦を策定し、この

中の教育、人づくり分野を基本とし、青森県

教育振興基本計画を策定いたしました。

この教育振興基本計画の施策について、第

１に、青森の未来をつくる人材の育成の中

で、学校、家庭、地域が連携して社会全体で

取り組む、生きる力の育成を、第２に、青森

の今をつくる人材の育成の中に、活力ある地

域づくりのための人づくり及び豊かな学びと

社会参加活動の拡大を掲げています。

三沢市教育委員会といたしましては、これ

ら国及び県の政策、施策を踏まえ、来年度の

三沢市の教育施策の方針の中に、地域、学校

発コミュニティー組織の構築、活用を掲げる

こととし、全ての学校区において学校を支援

する家庭や地域のネットワークを広げ、学校

と地域が連携、協働する体制を構築すること

を目指すこととしています。

特に、地域と学校が連携した取り組みを行

い、学校施設や社会教育施設等を地域振興再

生に貢献するコミュニティーの中核として位

置づけることとし、多様なネットワークと協

働して、個人の自主的な参画を拡大させるこ

とを目指し、生涯学習振興のための計画を策

定してまいります。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 太田議員。

○８番（太田博之君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

それでは、質問順に従いまして再質問をさ

せていただきます。

まず、行政問題の１点目、地域コミュニ

ティー協議会の設置についての２点目、地域
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コミュニティー協議会の設置について再質問

をさせていただきます。

答弁の内容は、広く懇談会等や、意見を市

民の皆さん、関係者から聞いて、今後、検討

していく、考えていくということだったと思

います。

まさに地域の人たちが自主的にこういった

組織を、行政から押しつけられるのではなく

て、みずからが、やはり自分たちの現状を考

えて、こういう協議会を設置していくのだと

いう気持ちになるというのが、当然大事なこ

とだということは私も認識しております。

あくまでも一任意団体に対して、行政がど

こまで加入率、事業内容にかかわれるかとい

うと、私はある程度限界があるのではないか

なというふうに思っています。

まさにそういった聞き取りだったり、懇談

会の中で、この協議会のあるべき姿、また、

こういうふうな形といったものを提案するこ

とによって、私は、そこからスタートできる

のではないかなというふうに思っていますの

で、そこは大いに期待するところでありま

す。

ただ、私は、町内会の活動云々といったも

のの細かい地域の現状といったもののほか

に、私は、先ほど来言った、一民間の任意団

体にかかわる中で、実は、例えばごみの問

題、町内会に入らないと、そのごみ集積箱は

使用してはいけないというルールがあった

り、同じ税金を払っているにもかかわらず、

三沢市の広報紙は、町内会に入らないと配付

ができない。

また、さらに言うと、行政協力員のあり方

等も含めて、いわゆる街灯の管理とか、さま

ざま行政のインフラ整備、また、インフラ負

担を町内会の方々にお願いしている。まさに

協働しているところがいっぱいあるわけで

す。そういったこともきちんと私は根底の中

に置いて、その協議会、いわゆる組織づくり

だけではなくて、これまでやはり町内会に依

存してきた行政サービス自体を見直す一つの

きっかけづくりにしていただきたいと思うの

です。

実は、先ほど私、壇上に持っていけばよ

かったのですけれども、これは長岡京市でつ

くっている各コミュニティーニュース、大変

カラー刷りで、地域の情報が手にとるように

わかる形。年間３回、多いところは６回出し

て、同じ地域の問題点を共有しているので

す。これは、自治会に入っていなくても、協

議会が毎戸配付するようになっています。そ

こから、いわゆる地域に関心を持ってもらう

ということもあるわけです。

ということは、繰り返しになりますけれど

も、先ほど来言っている行政サービスを一部

町内会の方々が担っている部分、ここをき

ちっとやっぱり見据えていかなければならな

いだろうというふうに思います。

先ほど来言っている市民の懇談会の中に、

こういった問題を行政からもきちんと発信を

していくということが必要だと思いますが、

その辺のところの御見解をお伺いしたいと思

います。

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 太田議員の

再質問にお答えいたします。

長岡京市の例でございますが、パンフレッ

トを配布して、それをきっかけとして町内会

活動の活性化を図る、加入率向上にも貢献す

るということに対して、手段として非常に有

効な実例かと思います。

当市といたしましても、従来行っている加

入促進活動のほかに、加えまして、市長と一

緒にパートナーサロンとか、いろいろな機会

にそういった実例を御紹介して、市民の方々

の参加に対する意欲というものを促す努力

を、さらに努力してまいりたいと考えてござ

います。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 太田議員。

○８番（太田博之君） ありがとうございま

す。

再々質問は行いませんが、今の答弁を聞い

て、本当に今後、いわゆる外的要因をイノ
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ベーション的に変えていく。そういった部分

で、足元の自分たちの現状をもう一度振り返

られるという部分は、私は本当にこれは有効

な手段だと思っておりますので、ぜひとも、

今後とも担当課におかれましては頑張ってい

ただきたいと思うのですけれども。

実は、町内会の加入率の部分に関しての、

質問ではない、これ１点、御指摘をさせてい

ただくということで。八戸大学の学長の大谷

真樹学長がいるのですけれども、実は中学校

の同級生でありまして、たまに会って話をす

るのですけれども、彼がデーリー東北の私

見・創見というところに、町内会の強化とい

うところでコラムを載っけているのですね。

彼は、何を言っているかというと、いわゆ

る町内会の加入率向上のために不足している

要素は、加入することで得られるメリットな

のだと。そのメリットがなければだめなのだ

と。そのメリットとして、町内会が今後、地

域住民サービスや社会インフラの一部を担う

のであれば、その社会的コストを町内会に還

元すべきだと。そうしたことに基づくと、市

単独で、いわゆる可能な対策とすれば、町内

会の加入によって住民税の減額等、新しいそ

ういった仕組みづくりも考えていくべきでは

ないか。それぐらい、やはり町内会といった

部分での組織の強化というのが必要なのだよ

というのを書いているのですね。

私は、これはやれとは言いませんけれど

も、基本的にそういった指摘が全国各地から

いろいろと出ているというところも、どこか

に押さえていただきながら、今後の活動に

入っていただきたいと思います。

それでは、再質問を、次の行政問題の２点

目、三沢市出前講座についての２点目、現状

を踏まえ、今後の出前講座のあり方について

再質問をさせていただきます。

恐縮ですけれども、ここでも長岡京市の事

案を出させていただきたいと思うのですけれ

ども、ここは要するに先ほど言った地域コ

ミュニティーというものにすごい特化してい

る大計画があるわけです。その中にも出前講

座的な部分の見直しをかなりしております。

それで、これは三沢市の出前講座の内容を

プリントしてきました。出前講座受付中。そ

して、ここにメニュー表が、各項目があっ

て、これで、何かあったら問い合わせてくだ

さいという形になっているのです。

長岡京市はどうかというと、テーマのほか

に、内容がキャプションでついています。さ

らに、何時間この講座はかかるのかいう時間

の明示もされています。さらに、このテーマ

については何部の何々課が担当してまいりま

すというところまで書いているのです。余り

文字数が多くなると、それ自体でちょっと見

にくくなる可能性もありますけれども、私

は、これは結構コンパクトにまとめられてい

るなと。人口規模はそんなに変わりませんけ

れども、年間６０件ぐらいあるのです。

１番での利用状況を聞くと、本当にここ数

年、一桁ということで、さまざまな政策がか

ぶってしまって、この出前講座といったの

が、ちょっと見えなくなってしまっているな

という気もしないでもないのですが。

ただ、決定的に違うところは、三沢市は出

前講座なのです。長岡京市は出前ミーティン

グなのです。まさしく、先ほど来言ってい

る、地域の方々に情報発信をする中で、市民

と職員の対話の中でコミュニケーションが行

われる、今も行っているのだと思います。

ただ、出前講座というタイトルと、いわゆ

る三沢市出前ミーティング。正直に聞きまし

た。いろいろな形で、出前ミーティングとい

うことで、いわゆるこちらからの情報発信以

外に、地域からの要望だったり、クレーム

だったり、陳情めいたことが多くありません

かと言ったら、確かにありますと。ただ、そ

れは、もちろん地域の声なので、持ち帰っ

て、担当部課としてきちんと対応して解決を

していく一つのコミュニティー手段になって

いるということです。

本来であれば、我が議会も議会報告会を、

議会基本条例を制定のもと、市民の皆さんの

意見を聞く場を設けなければならないのです
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けれども、残念ながら、いまだ私たちもそう

いう現場に至っていない中で、市の出前講座

にああだこうだと言うのもちょっと心苦しい

のですが。

ただ、やはり出前講座という言葉のインパ

クト、出前ミーティングとか、また違った三

沢ならではの新しいネーミング。さらには、

ただタイトルを羅列するだけではなくて、こ

の講座、いわゆるミーティングは何分単位な

のだろうか。そういう一つのタイトルだけで

なくて、具体的な内容の、いわゆる目次とい

いますか、目安といいますか、そういったも

のを載せるだけでも、私はかなり違ってくる

のではないかなというふうに思っています。

さらに、先ほど市長さんの話をさせていた

だきましたけれども、市長さんも直接自分か

ら出向いているわけですね、積極的に。た

だ、この出前講座は、これはどうしても受け

身になっているのかなと。聞きたいと言え

ば、では行きましょうと。

そうではなくて、新しく条例が改正になり

ました、新しく国の政策が変わりました。三

沢市の新しいこういう政策が、皆さん、こう

いう形で変わりましたという際には、私はや

はり担当課が直接、そういった住民の皆さん

に与える場といったものも、出前講座のネー

ミングを変える中で、いわゆる実施要綱自体

を見直していく。そういったことも考えてい

くというのが、今後の出前ミーティングのあ

り方ではないかなと思いますけれども、私の

今指摘したところの御見解をお伺いしたいと

思います。

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 太田議員の

再質問にお答えいたします。

講座名が出前講座と、やや古いイメージは

否めないと思いますし、また、手前どものほ

うの御案内している表題の下に、苦情とか要

望を受ける場ではございませんという記述も

ございました。これは、本来の目的を円滑に

限られた時間で行うために、当時決めたこと

ではありますけれども、今回の御質問の件が

ございまして、とりあえずその文言は削除し

ましょうということで今動いてございます。

あと、名称ですが、出前ミーティング、長

岡京市の御紹介をいただきましたが、そのま

まパクると、ちょっと自尊心が傷つく部分も

ありますので、そこら辺はいろいろ名称につ

いては、もうちょっとやわらかくて、相互の

情報交換に資するものを連想できるようなも

のを考えていきたいと思います。

あと、現在の出前講座の告知内容なのです

が、時間は表示してございません、当市の場

合。ただ、講座名のほかに、内容と担当課の

ほうはホームページのほうに一応載せてござ

いますので、これに所要時間とか、できる限

り参加しやすいような、ミーティングの時間

とか、そのほかのものも、くどくならない程

度に、入れるべきものは入れていきたいなと

考えてございます。

議員おっしゃるとおり、受け身にばかりな

らずにということで、市民の方々との意見交

換の場を今後もいっぱいつくってまいりたい

と考えてございます。受け身であろうものも

あるでしょうし、そのほかにも能動的なも

の、そういったものも考えて進めてまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 太田議員。

○８番（太田博之君） 最後に、教育問題の

生涯学習のまちづくり推進計画の策定につい

て再質問をさせていただきます。

先ほど教育長のほうから、るるお話があり

まして、学校の連携というものを強化してい

く中で、こういう視点も取り入れていくのだ

というような形で理解させていただきまし

た。

そこで、１点質問させていただくわけです

けれども、まず、これを先ほど壇上に持って

いけばよかったのですけれども、これは黒石

市のまちづくり推進計画、これは第３次なの

です。かなり前から手をつけていて、ここ

に、先ほど読ませてもらった５項目がありま

す。いわゆる生涯学習とはというところで



― 30 ―

す。

県の会議にいろいろ出させていただいてい

て、実はことしの３月に、青森県の教育委員

会が、平成２５年度生涯学習社会教育総合調

査研究事業ということで、プレ世代の社会参

加活動に関する調査、これを出しているので

す。当然、教育長もごらんになっていただい

ていると思いますけれども、いわゆるプレシ

ニア、４０代から５０代の方々なのですけれ

ども、事細かくそのデータをここに調査され

ているのです。

いわゆる先ほど来、地域コミュニティー協

議会の話もさせていただきましたし、学校の

連携の話の中で、ＰＴＡ活動の、いわゆる町

内活動の融合という形。

私、当時、もう十数年前ですか、三沢小学

校のＰＴＡ会長をやらせていただいたとき

に、当時、おやじの会が発足し出したころ

だったのです。それまでは、どうしてもＰＴ

Ａ活動というと女性が主だったのですけれど

も、今では全部の学校におやじの会があっ

て、おやじの会の存在力というのはかなり高

い。

このおやじの会の人たち、いわゆるプレ世

代にかかわるかと思うのですけれども、なか

なか生涯学習のかかわりといったものに関し

ては、ＰＴＡ活動の中ではある程度できてい

るのですけれども、そこから一歩出た市の企

画する生涯学習等になかなか参加してもらえ

ない。参加できない理由等も、この調査書の

中にあるのです。

私は、先ほど言った、策定する連携の話の

中に、いわゆる世代間の割り振りというです

か、そういったものも必要な視点なのかな

と。どこのまちづくりの推進、生涯学習の関

係なんかでも、世代別に取り上げているとこ

ろというのは結構少ない。何か市民が一緒く

たになっている。それを、例えば２０代、３

０代、４０代、５０代、６０代、７０代、き

ちんと視点を割りながら、やはりそういった

連携の仕方、何が強みで何が弱みなのかとい

うところも、学校自体も、地域自体も考えて

いく必要があると思うのです。

ですから、私は、今回の再質問の中でお聞

きしたいことは、いわゆるそういった策定の

中に、きちんと年代別で見ていく。年代別で

見ていくと、年代別それぞれの興味のあるも

の、ないもの、いろいろな形で仕分けができ

ると思うのです。そうすると、より学校との

連携の一つの政策に対して後押しができるの

ではないかと思っております。その辺のとこ

ろを、今後、検討する中に入れていただける

ものなのか、ぜひその辺のところをお伺いし

たいと思います。

○副議長（野坂篤司君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 太田議員の質問の

プレ世代と社会参加へのまちづくり計画の中

に、このようなことも入れ込んだ形での策定

という計画で進めてはいかがなものかという

ことについてお答えします。

この問題も含めて、全ての学校区において

地域の皆様が、全ては子供のためにを心に、

１年を通して、例えば登下校時の見守り、そ

して冬期間の朝早くからの通学路の安全確保

ボランティアなど、ふだんから当たり前、自

主的、自然発生的にしている活動を、地域コ

ミュニティーの原点と捉えております。

このことから、太田議員御指摘の趣旨も十

分に踏まえ、各学校において具体的な活動に

違いがあるものの、基本的方向性として、学

校と地域の仕切りを高くすることなく、校長

裁量のもと、学校と地域が気楽に、事象、事

案によっては校長が学校課題解決に向け、地

域の皆様に相談したり、地域の皆様が学校に

対して、地域からの学びの進めなど、ＰＴＡ

集会や学年集会のように、学校と地域のコ

ミュニケーションの場の機会、体制を整え、

学校を核として、シニア及びプレシニア世代

を含めて、地域活動への参画の活性化を図っ

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 太田議員。

○８番（太田博之君） ありがとうございま

した。
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再々質問という形になろうかと思いますけ

れども、ぶっちゃけた話、今回は地域コミュ

ニティーの再生という一つの縛りの中から、

行政問題を２点、そして教育問題、生涯学習

という一つの切り口で一般質問をさせていた

だきました。

これは、以前の質問でもさせていただいた

のですが、いわゆる新しい社会構成づくり、

これだけ少子高齢化が進み、世代間がどんど

んバランスが崩れていくという状況。そし

て、先ほど来言っているように、一つ一つの

単体を見るのではなくて、いろいろな人がま

とまって、新しいイノベーション的発展を遂

げるためにどういった組織が必要なのか、ど

ういった考え方が必要なのかというところ

を、総体的に質問したつもりなのですけれど

も、これを進めていくと、やはり今の行政の

体制といったものが、本当にいいのだろうか

というところに行き着くのです。

例えば、先ほど言った協議会の話にして

も、もちろん学校とも協議をしなければなら

ない。幼稚園が、保育園が、医療機関が、さ

まざまなところの人たちともやらなければな

らない。そうすると、部署的には全部縦割り

になっていくわけです。

長岡京市もそうなのですけれども、推進本

部というのをつくって、そこに各担当課の有

能な職員が入ってきて、この問題はこうだと

あれこれ整理しながら、いろいろな意見を集

約した形で、どういった新しい組織体制が

我々三沢市の新しいコミュニティーづくりに

必要なのかを考えるときに、まさに役所自体

の今の行政単位の見直しといったものも、私

は並行してやっていく時代になってくるので

はないかなというふうに思っているのです。

さっき言ったのは、まさしく教育委員会に

あるスポーツ振興課ですか、あれはもう、こ

れからは体育、運動という世界ではない。プ

ロ化、興業、まして今はオリンピックの誘致

だというのを考えれば、それは経済部のほう

に移行したらどうかというのは、３年も前に

私は提案をさせてもらっています。

今もいろいろな形のコミュニティーを研究

していくと、もう既に２０００年に入ってか

ら。かなりの自治体で、生涯学習という部分

を市長部局に、いわゆるまちづくりの視点で

移しているのです。あわせて、教育センター

部だとか、子ども課とか、そういった部分で

市長部局にどんどん移していって、教育委員

会と連携をしながら、ただし、主体は、先ほ

ど言ったように、地域コミュニティーであっ

たり、まちづくりの推進力、原動力にすると

いう趣旨のもと、市長部局が一丸となって、

推進本部、さらには生涯学習課、幼児セン

ター部、子ども課、生涯学習課、学び課、

何々文化課といって、地域にある文化財をき

ちんと守るというのも、まちづくりに使って

いこうということで移しているわけです。

再質問は、市長に答えていただきたいと思

うのですけれども、いわゆるこれだけ社会構

造が変化していく中で、今後、種市市政が継

続するのであれば、今、現状にある、いわゆ

る役所の機構もきちんとそれに並行しなが

ら、教育委員会ともすり合わせをしながら

やっていく時代が来ると思います。その辺の

ところの御所見をお伺いして、再々質問を終

わりたいと思います。

○副議長（野坂篤司君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 太田議員さんの

再々質問にお答えします。

まず、コミュニティー、新しい形になって

きていると。時代が変遷しまして、新しい形

になってきて、それに今の体制がついていけ

ないのではないかという御指摘ですが、確か

にそういう面がございます。

町内会とは、まちづくりのパートナーとい

う見方をしておりますので、コミュニティー

の活性化、非常に重要な課題と思っておりま

すので、体制については十分検討していきた

いと思ってございます。

以上です。

○副議長（野坂篤司君） 以上で、８番太田

博之議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。
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１６番山本彌一議員の登壇を願います。

○１６番（山本彌一君） 拓心会の山本彌一

でございます。

午前中、市長は３期目の出馬について、そ

の決意を表明したところであります。私も２

期にわたり微力ながら支援してまいりました

が、来年の市長の任期満了に伴い、遠くから

何か出馬したいと新たな方の声も、耳は遠く

なっていますが、私のところへ届いてまいっ

ております。そうした中でありますので、そ

れらを見きわめて、自分の態度を決めてまい

りたいと思いますので、御了承願います。

それでは、ただいまより通告に基づきまし

て、順番を追って質問をいたします。

本日は、行政問題、３点であります。

まずはじめに、１点目、少子高齢社会への

取り組みについてであります。

質問の趣旨は、少子化社会の地方創生への

取り組みについて問うものであります。

我が国の少子高齢化のテンポが加速してき

ています。本県においてもその例外ではあり

ません。今後、この流れは続き、本格的な人

口減時代が我が国に到来します。

この人口減少時代は、年齢構成も大きく変

化してまいります。予想によれば、２０２０

年には、６５歳以上の高齢者の割合は全国平

均で３６％になり、これは３人に１人以上が

高齢者という社会になると言われてきており

ます。

また、高齢社会を研究している専門家によ

れば、出生者数がふえず、このまま予想どお

りの推移となれば、毎年１００万人規模の小

さな県が１年で消えていく状況になると分析

をいたしております。

一方、人口問題研究所では、少子高齢化時

代を迎え、若者が今後も仕事を求めて都会に

流出すれば、２０４０年までに全国の自治体

の半数が将来的に消滅の危機にあると発表さ

れているところでもあります。

したがいまして、これまで東京だけが頭脳

があるという発想で、我が国は経済大国には

なったが、今後は、人口減少時代を迎え、経

済や社会並びに文化的にも、諸施策を講ずる

とき、地方優先で実施する必要があります。

いわゆる東京一極集中から多極分散型の国土

を形成し、国際化及び情報化、そして高齢化

社会に対応する新しいライフスタイルを確立

するなど、国民の生活全般にわたって転換

し、これまでの中央主導型ではなく、地方が

それぞれの特性や多様性を競いながら、地方

自治の原点に立ったアイデンティティーの地

域主義に基づいた地域づくりの必要性が盛ん

に強調されてきて、今では、政府は地方創生

論を唱えられ、地方が中央へ、今や地方公共

団体では、政策競争の時代並びに知恵とアイ

デアを競う時代へと構造の変化が期待されて

いるところでもあります。

このように、現代は、地方の時代と言われ

るように、少子高齢化社会へ向けて地方の創

造的な発展が競って推進されていく時代であ

ると考えるものであります。

それゆえに、地方自治が果たすべき役割は

極めて大きい。地方公共団体がこの時代の要

請によく応えるか否かでは、実際に行政を担

当する首長をはじめ職員がいかに情熱を傾

け、いかに持てる能力を発揮するかが、その

全てがかかっていて、首長や職員の資質や能

力が求められてまいります。

これまでの国の施策は、トータル的及びマ

クロ的な視野から国土の発展を捉え、各地域

の個性や特色ある地域主義を軽視した結果、

地域間の格差が生じたと言ってよいでしょ

う。

一口に地域づくりと言っても、それぞれ多

様な意義やイメージがあります。要は、地域

に魅力と活力があり、豊かで住みよい、市民

が誇りと自信を持つ社会をつくることであり

ます。いわば、これは文化、創造、選択の時

代であると認識するべきであります。

しかし、これまでどこの市町村もみずから

の力で政策を練り上げる力に欠け、政策立案

は中央官庁が行い、自分たちはそれに従い、

実施する事業庁だと考えてきた節がありま

す。中央政府の示す政策メニューに飛びつ
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き、これに交付される補助金や優遇措置を

持った指定地域を受けることが近道だとみん

な争ってきております。

こうした背景もあって、今日までの地方行

政は、国の法律や指導による画一的なマニュ

アル作成で満足をし、ほかでやったから自分

のまちでもといった横並びの行政と言われ、

このことが、さも地方自治の現実で、原点で

あるがごとく錯覚して行動し、もう一歩前向

きの、創造するまちづくりにどれだけ独自の

努力を重ねてきたでありましょうか。

これからは、自治体の新しい企画やアイデ

ア及び政策に、国や県に対し補助金をつけろ

というような、下から上を押し上げる政策形

成の意義並びに政策主体の自治体になること

を期待してやみません。

なぜならば、今は少子高齢化社会を迎え、

国に地域の活性化の多くを期待できない時代

であるからであります。限られた資源を有効

に活用するため、むしろ国は地方創生法を決

定し、みずから助くるものを助くの精神で、

みずから創意と工夫を傾注している地域にこ

そ、重点的かつ効率的に手を差し伸べようと

しております。

我々は、この三沢という地域を、みずから

の力で活性化への道を切り開いていかなけれ

ばなりません。そのためには、地域の抱える

ハンディを少なくし、雇用の機会をふやし、

独自の文化と誇りを育て、住みよい環境をつ

くることによって、魅力ある本市のまちの創

出が図られると信じるものであります。

これまでの人口増のもとで、我が国は産業

や経済が拡大を続けてきたが、もう右肩上が

りの時代は過去のものと考えなければなりま

せん。少子高齢化社会の本格的な到来は、税

収の先細りや医療、介護費用の急増となっ

て、いやでも応でも経済や産業をはじめ、暮

らしの構造変化を招き、地域社会のあり方も

変化してまいります。

また一方、こうした時代の変化はチャンス

でもあります。もし、この少子高齢化社会の

変化に適合できなければ、自治体といえども

生き残ることができません。

本市は、この少子高齢化社会に対応するた

め、どのような具体的な取り組みを考えてい

るか、まずはじめに、市長より答弁を求める

ものであります。

次に、２点目、三沢空港路線維持への取り

組みについてお尋ねをいたします。

空港は、今、全国的に地域開発の戦略の中

核的存在となっているのが実態であります。

三沢空港は、八戸や十和田市、そして下北

地域の空の玄関口としての機能を果たしてき

ているところであります。しかし、本市の三

沢空港は、東北新幹線八戸開業で、利用率の

低迷や日本航空の経営破綻を受け、路線の運

休や減便などを余儀なくされてきた経緯があ

ります。

現在は、三沢－羽田線に加えて、新たに関

西と北海道便が、小型の機体ではあるが、以

前の路線が確保されている状況にあります。

運休前は１５０人程度の機体ではあったが、

搭乗率の関係で、現在は小さな小型の機体で

運航されております。

これまで、路線の運休や減便が相次いでは

きたが、現在は三沢空港の路線は、以前の機

能体制に復活を果たしてきていると思ってお

りますが、しかし、問題は、路線は確保され

たが、地元の利用を促進する搭乗率の維持・

向上を図らなければ、再び運休や減便が予想

され、心配いたしている１人でもあります。

なぜならば、三沢空港は、どちらかといえ

ばビジネス客が主体となっていて、高い搭乗

率をどこまで維持できるかにかかっているか

らであります。

そこで、搭乗率の維持・向上に向け、地元

の観光客の掘り起こしや、関西等からの観光

客の受け入れ態勢の取り組みが重要課題であ

ります。

いずれにせよ、せっかく運航再開が実現は

果たされたが、気を引き締めて路線の維持に

向け、利用しやすい、搭乗率向上を図る施策

に取り組まなければなりません。

今、それぞれの地方空港を抱える自治体に



― 34 ―

おいて、新たな空路確保や開発を考え、新し

い産業立地や人的交流の強化に向け、また、

国際化における空のネットワークの体系に取

り組んでいるところであります。

青森県には、三沢空港及び青森空港の二つ

の空港があります。青森空港では、国際空港

を目指し、さまざまな国際チャーター便を飛

ばし、多くの実績を上げてきております。

これまで本市でも、三沢空港への国際便乗

り入れを促進するという目的で、市民の翼事

業として、チャーター便が何回か実施されて

きておるところでもあります。

三沢空港利用促進への観点と、真の国際化

に対する役割を担うためにも、今後とも実績

づくりのために、市民の翼事業への取り組み

が重要と考えるものであります。その際、各

国への幅広いチャーター便の乗り入れの実現

を目指すべきであります。

これまで各自治体は、新しい路線を誘致す

る際、国や航空会社に陳情してきております

が、就航後のリスクは航空会社が負ってきて

いるところであります。以前は、赤字になっ

た場合でも、ほかの路線が生む利益で、その

赤字を埋めてきてはいたが、ここのところの

人口減少等が進み、今ではその方法を維持す

るのが困難になってきております。

こうした実情に対し、地方空港の一部の自

治体では、空港維持のため、地元の利用客に

運賃の一部を補助する施策や、観光振興策と

空路の利用促進を組み合わせたメニューの取

り組みなどが見られます。

三沢空港路線の維持に向け、本市は、より

利用しやすい環境づくりに努め、八戸市や十

和田市、そして下北地域の空の玄関口として

の効果的な空港利用振興策の取り組みが今後

とも重要であります。

そこで、三沢空港の路線の利用状況と、今

後の搭乗率向上に向けた取り組みについて答

弁を求めるものであります。

それでは、質問３点目の中心街復興への取

り組みについてをお尋ねします。

本市の中心街の空洞化が進んで、寂れてき

ております。これは、近隣に大型店が進出

し、それ以来、相次ぐ大型店などの全国展開

のチェンストアの出店により、消費者は安く

便利になったと喜んで、また一方、商人は商

売が成り立たなくなったと嘆いております。

この結果、くしの歯が欠けたように閉店に追

い込まれ、シャッターをおろした商店が多く

見られ、シャッター通りと呼ばれるまでに

なっております。

近年、人々のニーズも多様化して、買い物

の場としての機能しか満たせない商店街は魅

力に欠け、大きなマイナス的影響を受けてい

るのは我が市だけではありません。本市の中

心商店街は、この現状にあります。

一方、三沢市は、八戸市と十和田市の商圏

内に位置していて、商業力をいかに確保し、

独立した商圏を確立にするかに全てがかかっ

ています。特に、本市の地盤沈下の激しい銀

座通りを中心とした既存商店街の復権を図る

ことが、新たなる中心商店街を形成する上で

も、また、まちづくりにおいても重要課題で

あります。

本来、商店街は、そこに必要があって生ま

れ、その集積性が商店の本質でありました。

一方、住民にとっても、消費イコール生活の

原形でありました。それが民主主義の基礎で

あり、コミュニティーでありました。これが

今、衰弱化してきているのが実情でありま

す。

しかし、本市の中心商店街を注意深く見ま

すと、郊外型のショッピングセンターに余り

依存しない商業が多数あります。例えば、家

具店をはじめ、仏具店や小物専門店、さらに

は、案外見過ごしているのが医院や病院関

係、そして、各種多様な国際色豊かなレスト

ラン等の飲食関係をはじめ、美容院や理容店

のほか、健全なる社交場である外人バーとカ

ラオケスナックなどのサービス業でありま

す。

これまで、本市は、中心商店街地域活性化

法による再生計画で、アメリカ村構想や空き

店舗対策事業など取り組みをしてきている
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が、一部を除いては衰退傾向に歯どめがかか

らず、大きな成果を上げていないのが実態で

あります。

一方、商業者自身も、行政の保護のもとで

過去と同じ商売をしていては、中小商店の活

性化は期待できないことは明らかでありま

す。それは、自由経済のもとで、消費者は選

択権を持った王様である以上、行政もその流

れを変えることができないとすれば、中心商

店街の活性化に向け、みずからの力で活路を

見つけるほかはありません。

したがいまして、単に大型店の進出反対を

唱えても通用しない時代であります。これま

で政府の中心街活性化の政策は、どちらかと

いえば、既存の小規模な商店の延命に重心を

置いてきたが、コンビニエンスストアの品ぞ

ろえの多様化やネット通販等の普及で、買い

物のあり方も変化してきているのが実情であ

ります。

こうした実態に対し、本市の中心商店街の

現状は、まだまだ商業施設の整備促進が必要

であります。例えば、中心商店街地区では、

対面交通や県道の拡幅問題をはじめ、道路網

整備のおくれや駐車場の問題、そして、娯楽

施設等が少ないことや公共広場がないといっ

た問題が山積しております。

このように本市の中心商店街の復興には、

商業者自身はもちろん、行政の果たす役割も

大きなものがあります。それには、まず、行

政側の姿勢が定まらないと、商店街の方々の

対応も決断も鈍りがちであります。

よって、それぞれ果たす役割と責任を明確

にし、両者が協調し合って取り組むことが重

要であります。中心商店街の復興には、相当

の努力と時間並びに投資が要求されます。ま

た一方、リスクも伴います。

これからの地方公共団体の使命は、中小小

売店と大型店が共存できる新しいアイデアを

盛り上げ……。

○副議長（野坂篤司君） 山本議員に申し上

げます。

所定の時間を経過いたしましたので、質問

を終了してください。

○１６番（山本彌一君） わかりました。

魅力のないまちは……。

○副議長（野坂篤司君） 山本議員に申し上

げます。

先ほども注意しましたが、所定の時間が経

過いたしましたので、直ちに質問を終了して

ください。

○１６番（山本彌一君） はい。

排除するという決意で臨むべきでありま

す。

本市は、これらを踏まえて、今後の中心商

店街の振興計画にどう取り組むのか、答弁を

求めるものであります。

以上で、私の一般質問を終わります。

○副議長（野坂篤司君） ただいまの１６番

山本彌一議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の行政問題の第１点目、少子高齢化社

会への取り組みについては私から、その他に

つきましては担当部長からお答えをさせます

ので、御了承願いたいと思います。

少子高齢化による人口減少問題は、深刻な

社会問題となっておりまして、当市におきま

しても、他の市町村に比べ緩やかであります

が、人口減少が進むものと予想されていると

ころであります。

こうした状況で、国は、少子高齢化の進展

による人口減少に歯どめをかけるため、ま

ち・ひと・しごと創生本部を立ち上げ、地方

において住みよい環境の確保、あるいは活力

ある社会の維持等、取り組みを始めたところ

であります。

市といたしましては、人口減少問題は自治

体ごとに現状や課題が異なるため、それぞれ

の実態を踏まえた取り組みが重要であるとの

認識から、地域住民と市が将来像に共通認識

を持ち、地域の魅力を高めるために、地域の

特徴に応じた施策について、協力して取り組

む必要があると考えております。
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そのために、当市では、未就学児童に特化

した形で、児童福祉施設と子育て支援拠点を

併合した(仮称)子ども館の整備により、子育

て環境の充実を図るとともに、米軍基地が存

在し、多くの外国人が居住するという地域の

特性を生かした英語教育、あるいは異文化交

流による国際的視野を持った人材育成の推

進、さらには、定住化に向けた新たなニュー

タウンの整備、企業等の誘致や雇用機会の創

出に努めているところであります。

今後は、このような取り組みをさらに拡大

し、当市の資産であります文化、歴史、自然

を生かしながら、市民一人一人が夢や希望を

持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営む

ことができる環境の形成、個性豊かで多様な

人材の確保及び魅力ある多様な就業の機会の

創出を一体的に推進していくことにより、今

後さらに厳しさを増す少子高齢化による人口

減少問題に正面から取り組んでいく所存であ

ります。

私からは、以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 行政問題の

第２点目、三沢空港路線維持への取り組みに

ついてお答えいたします。

三沢空港発着路線の維持、存続に向けて

は、これまで関係市町村等で構成する三沢空

港振興会において、利用促進のためのさまざ

まな事業を展開しております。

具体的に申し上げますと、三沢空港発着路

線を利用した旅行商品造成支援事業や、大阪

線を利用する地元個人客に対する利用助成金

交付事業、さらには、県、三沢空港利用促進

期成会など、関係機関と連携を図りながら企

画・協力する青森県民の翼や、三沢市民の翼

に代表されるキャンペーンツアーに対する支

援などを実施してきたところでございます。

また、ＰＲ事業として、観光部門と連携

し、就航先空港や就航先都市におけるＰＲ

キャンペーンを実施するとともに、各種媒体

を活用した広報ＰＲ事業など、三沢市及び周

辺地域の観光資源や物産に対してのＰＲ活動

の強化を図ってまいりました。

さらには、三沢空港発着便に接続する２次

交通手段の確保により、空港利用者の利便性

を高めるため、三沢空港から八戸方面への特

急連絡バスの実証運行事業を行ってきており

ます。

こうしたさまざまな取り組みにより、平成

２４年度から平成２５年度にかけ、全便合わ

せた合計ですが、搭乗客数については前年比

で１１８.３％、利用率についても６３.９％

から６５.２％と微増しております。ある一

定の効果があらわれたものと考えてございま

す。

また、今年度においても、これまでの事業

を継続しつつ、新規事業として空弁の開発

や、２次交通手段の確保として十和田方面間

の乗り合いタクシーの実証運行事業などを展

開しており、機材の小型化や天候不順等の影

響はあったものの、利用率については、１０

月末までで７４.１％と順調に推移している

ものと考えております。

しかしながら、これに満足することなく、

地元住民や企業等による利用促進はもとよ

り、県外観光客の誘致など、これまで以上に

積極的な利用促進のための取り組みが必要と

考えております。

今後につきましては、新たな施策として、

有料駐車場の無料化や三沢空港圏域における

ＰＲ用冊子の作成などを計画しており、空港

の維持存続に向け、関係機関と連携しながら

積極的な利用促進を図るとともに、これらの

事業の実施に当たっては、費用対効果が最大

限発揮されるよう創意工夫に努め、実施して

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 行政問題の第３

点目、中心街復興への取り組みについてお答

えいたします。

中心市街地活性化につきましては、平成１

９年度に策定した三沢市中心市街地活性化基

本計画に基づき、都市基盤整備や町並み景観
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形成に加えて、にぎわい創出のためのイベン

トなど、各種事業を実施してまいりました。

このような中、中心市街地における集客拠

点施設であるスカイプラザミサワにおきまし

ては、米軍基地、アメリカ、インターナショ

ナルに特化した店づくりを推進し、積極的に

ＰＲやイベントを実施してきたことにより、

現在では市内はもとより、周辺地域からの買

い物客も増加しており、平成２４年度の売上

高は５,６５２万７,０００円でありました

が、平成２５年度は１億２,６９３万８,００

０円、前年度比２２４.６％となっておりま

す。また、今年度におきましても、１０月末

現在で、前年度比１１３.１％となるなど、

着実に業績を伸ばしているところでございま

す。

また、地域づくり団体や商店会と連携し実

施しているアメリカンデーやハロウィンフェ

スタなど、三沢市の特色である国際色を生か

したイベントについても、市内外からの観光

客が増加しております。この効果を継続的に

中心市街地へ波及させるために、テレビ番組

や全国的な旅行雑誌、また、県内の情報誌な

どを通じて、市内外の方々に発信しておりま

す。

また、現在、市内の観光情報や飲食情報、

周遊ルートなど、スマートフォンで手軽に入

手できるシステムを構築しており、今年度内

の運用を目指しているところでございます。

今後におきましても、商店会や関係団体の

皆様とともに連携を図りながら、にぎわい創

出の施策を展開してまいりたいと考えており

ます。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 山本議員。

○１６番（山本彌一君） それでは、再質問

を２点させていただきます。

まずはじめに、行政問題の１点目、少子高

齢社会の取り組みについて再質問いたしま

す。

少子高齢社会の到来は、地方公共団体が本

来の自主・自立の精神で、地方の実情に合致

する行政を総合的かつ主体性を持って創造す

る、画期的な変革の時代だと私は思っており

ます。それには、何といっても首長をはじめ

職員の専門的知識や創造力の資質が問われて

くると思っております。

今こそ、戦後長期にわたって官僚主義行政

によってゆがめられて、半ば形骸化してきた

地方公共団体が、少子高齢社会を迎え、再び

生き返るチャンスと捉えるのか、あるいは否

かで勝負が、あるいは各市町村の真価並びに

使命が大きく問われてまいります。

それには、今までの取り組みの場当たり的

ではなくて、正確な分析と将来予測に基づく

思い切った将来像を、あるいはまちづくり像

を新たに策定をし、市民とともに発展する抜

本的な指針を示すべきと思うが、答弁は全般

にわたってわかりづらいです。何でもやる。

そうだと、目玉がないと、効果というのは意

外と見えにくいものであります。

そうした新たな人口減少時代を迎えて、指

針を示す考えはあるのかどうか、再度答弁を

求めるものであります。

次に、行政問題の３点目、中心商店街の復

興への取り組みです。

これまでも取り組んできてはいるけれど

も、先ほど前段で申し上げましたけれども、

取り組んできている割には、スカイプラザの

売り上げが昨年度で倍になったのはわかりま

すが、それだけでは、この大きなまちで５,

０００万円、ちょっとの発想で５,０００万

円、どの企業でも出せますよ。それを成果と

するならば、まだまだ他の商店街と比べれ

ば、施策的に取り組みが弱いと私は感じるも

のであります。

皆さん、本市の住民の所得の多くは、市外

へ流出して、中心商店街の活性が失われてい

るのが実態であります。これは、本市の中心

商店街は消費者ニーズに応えていないのか、

はたまた、中途半端なものになっているの

か、わかりません。

ただ、この状態を放置するならば、本市の

顔である中心商店街の火は消え、陥没し、本
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市の活性化は望めないと言っても過言ではあ

りません。

中心商店街の活性化を図るには、各商店が

特色あるカラーを出し合うことが重要であり

ます。店の独自性や専門性を発揮し、消費者

が自分の店だと感じられる専門店にならなけ

ればなりませんが、人間が何に魅力を感じる

か。文化的生活ができる商店、また、若者に

とってエネルギーの開放ができる商店であり

ます。

したがって、本市の中心商店街を、魅力を

感じる核となる思い切ったビジョンを示し、

行政と商工関連団体とが一体となって、この

課題に取り組むことが重要と考えるが、市長

から答弁を求めるものであります。

○副議長（野坂篤司君） 市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

人口減少問題のことだと思いますが、これ

は、山本議員が聞きたいのは、いわゆる地方

創生大臣が言った、取り組みをしますと金は

しっかりと手当てしますよと。真剣にやらな

ければ金も出せません。こういうコメントが

あったわけであります。これは、戦略とし

て、今、国がそういうものを決め、さらに県

が決めて、地方自治体がやると、こうなって

おりますが、これを本当にやるのかやらない

のかというようなことを聞きたいのだと思い

ます。

当然のことでありますから、早期にそれを

樹立して、頑張りたいと、このように思いま

す。

ただ、この減少問題については、非常に画

一的な問題ではなくて、時間もかかるし、そ

してまた、広範囲にわたって課題があると思

います。午前中に、春日先生も、その旨の発

言があったわけでありますけれども。

実は、先月の１１月に結婚式が七つ、私に

はありました。その中で３件は、婚活によっ

て結婚が成立したそうであります。すばらし

いと思います。これらのことも、そういう方

向につながるものではないのかなと思いま

す。

ですからこそ、いろいろな角度から検討し

て、そういう方向を目指したいと、このよう

に思います。

以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 中央商店街の活

性化についての再質問にお答えいたします。

基準値である中央商店街の平成１７年の１

日の休日歩行者数は４,２３４人で、平成２

５年は５,５６５人と、３１.４％の増となっ

ております。

また、売り上げですが、平成２２年には９

２億３,９００万円だったものが、平成２５

年には９９億８,０００万円と、微増ではご

ざいますが、売り上げが伸びております。

先ほど御答弁申し上げましたように、三沢

市の特色のあるまちづくり、中心街づくり

で、その効果が少しずつではあるが、あらわ

れているものと考えております。

今後は、今よりもっと、議員御指摘のとお

り、魅力ある商店街づくり、特色ある商店街

づくりを目指し、行政も商工関係者とともに

一緒に工夫しながら、活性化に向けて努力し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 山本議員。

○１６番（山本彌一君） それでは、もう一

度、中心商店街のことについて再々質問をさ

せていただきます。

聞くところによれば、市の計画では、整備

されていない銀座商店街といいますか、残っ

ているアーケードの部分、それについて撤去

して、すっきりした状況で誘客を図りたいと

いう計画。マスコミ等で知ったのですけれど

も、それが、商店街の方がすごく喜んでおっ

たのですが、何かまたマスコミ等で、それが

何かの補助金が得られないとか何かで中止に

なったというふうに聞いているのですけれど

も、その辺の詳しいところ、商店街の方々も

市の取り組みについては期待していますの

で、再度答弁いただければと思います。
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以上です。

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 中央商店街につ

いての再々質問にお答えいたします。

議員御指摘のとおり、今あるアーケードの

撤去に向けて、昨年度から該当する商店会、

それから商工会等を通じていろいろ協議して

まいりました。やっと本年の８月ころに、地

元の方も撤去してもいいだろうということ

で、たまたま東北経済産業局のほうにそうい

う補助メニューがございましたので、８月１

５日に申請いたしました。

ところが、９月２９日付で、アーケード撤

去事業については不採択という通知書が送付

されました。東北経済産業局に不採択の理由

を確認したところ、開示できないというよう

な回答でございましたので、今後は経済産業

省を含めた、そういう補助メニューがないか

を模索して、何らかの形の補助メニューを見

つけて、そういう撤去、それからまちづくり

に向けて模索してまいりたいと考えておりま

す。

以上です。

○副議長（野坂篤司君） 以上で、１６番山

本彌一議員の質問を終わります。

この際、午後３時５分まで休憩いたしま

す。

午後 ２時４９分 休憩

────────────────

午後 ３時０５分 再開

○副議長（野坂篤司君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

それでは、一般質問を次に移ります。

３番加澤明議員の登壇を願います。

○３番（加澤 明君） みさわ未来の加澤明

です。通告に従いまして、一般質問をさせて

いただきます。

最初の１点目、教育問題について質問いた

します。

社会構造変動に伴い、近年の学校不登校に

は、家庭環境が背景にあるものも多く、格差

社会と子供の貧困の問題が指摘され、脱落型

不登校と言われることもあると聞いていま

す。

義務教育は、どのような環境に置かれた子

供でも、一人一人を大切に、また、公平に教

育、指導していかなければならないと思いま

す。

現在、不登校への対応については、適応指

導教室が中心的な役割を果たし、教育相談室

ほかなどで教室復帰に向けた努力をしている

と思いますが、教育相談体制の充実、生徒指

導体制の充実、問題行動、不登校等の未然防

止、それらを踏まえて質問をいたします。

三沢市内の不登校児童生徒数が、２３年

度、小学生９名、出現率で０.３４％、県の

平均は０.２６％、全国で０.３３％。中学生

５２名、出現率３.６１％、県平均２.６９

％、全国２.６４％。

２４年度、小学生８名、出現率０.３１

％、県平均０.２６％、全国０.３１％。中学

生５０名、出現率３.５９％、県平均２.６４

％、全国２.５６％。

２５年度は、小学生１２名、出現率０.４

８％、県の平均で０.２９％、全国０.３６

％。中学生４５名、出現率３.４４％、県平

均２.５６％、全国２.７０％。

この不登校出現率は、若干は減少している

ものの、まだまだ県や全国比に比べても高い

数値になっているが、教育委員会として、こ

の状況を踏まえて、どのように対応、対策を

講じてきたのか。

また、今後、特に中学生は高い出現率に

なっているが、不登校児童生徒を減らすため

の対応策を、今年度の状況を踏まえて、どの

ように対応していくのかをお伺いします。

続いて、健康福祉問題について。

三沢市で、(仮称)子ども館を建設するとい

うことで、先般、１１月１３、１４日の２日

間で、郡山のこども総合支援センター、愛称

ニコニコこども館とペップキッズこおりや

ま、また、東京都にある、こどもの城の３カ

所を個人研修で先進視察をしてまいりまし

た。
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利用人口、施設の大きさに違いはあって

も、どの施設も成長期の子供を中心として考

えて構成されたつくりになっていました。特

に、体を使って思い切り遊べるプレイルー

ム、目と耳で体験するキッズシアター、声を

出して夢を育むお話の部屋や、こども図書

館、ほかにもたくさんありますが、子供の遊

びたい気持ちを応援するという、これらの施

設内容は本当にすばらしく、感動しました。

当市においても、これらの要素を取り入

れ、三沢らしい夢のある子ども館を建設して

いただきたいという思いを、さらに強く感じ

させられました。

そこで、質問いたしますが、子育て支援の

拠点施設として、三沢市では、(仮称)子ども

館整備事業として平成２６年度一般会計補正

予算で、基本設計業務委託料として４６５万

６,０００円を計上しています。

その当時の説明では、基本設計業務委託前

の概算だと思いますが、屋内プールを含め、

建築面積で約８００平米ということでした

が、当市の未来を担う子供たちが明るく健や

かに成長する環境や、事業展開として、一時

預かり保育、子育て支援センター業務、ファ

ミリーサポートセンター、要支援者事業業務

などを含む子育て支援の拠点施設としては規

模が小さいと考えるが、充実した子育ての総

合的な支援をするために、規模を拡張する考

えがないのか、お伺いいたします。

以上、２点質問いたします。御答弁のほう

をよろしくお願い申し上げます。

○副議長（野坂篤司君） ただいまの３番加

澤明議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの加澤議員

御質問の健康福祉問題については私から、教

育問題につきましては教育長からお答えをさ

せますので、御了承願いたいと思います。

(仮称)子ども館は、安全で安心できる子育

て環境の提供と、子育てがしやすいまちづく

りの一環として、子育て家族が気軽に集い、

自由に遊び、子育てに必要な支援が受けられ

る拠点施設として、現在、建設計画を進めて

いるところであります。

この整備事業の年次計画でありますが、今

年度は基本設計を行い、２７年度に実施設計

を、そして２８年度には工事に着手し、同年

度内の竣工を予定しております。この計画に

沿って、先般、基本設計業務の委託契約を締

結したところであります。

今回の基本設計に当たっての基本的な考え

方でありますが、子ども館建設に関する市民

アンケート調査を実施したところ、１、２歳

児の親子の利用希望が予想以上に多く、その

希望に応ずるべく、当初は１室で考えており

ました遊戯室を、安全面に配慮し、おおむね

３歳以上幼児と、１、２歳児用の２室に区分

して設けることとし、その分のスペースをふ

やす方向で考えております。この床面積の増

加に伴い、駐車スペースが不足することが懸

念されることから、一部を２階建てにしたい

と考えております。

さらには、子育て支援の観点から、現在、

市内の集会施設や児童館を借用して活動をさ

れている子育てサークルの皆さんが、気兼ね

なく利用できるようなサークル支援室を設置

することや、子育てに関する研修会や勉強会

を開催するための集会室、乳幼児用の食事づ

くりの実習等に活用するための調理室、その

ほかにも、子育ての親子同士が交流できるよ

うな多目的ホールや、働く婦人の家の一部を

利用して行っている一時的預かり保育や、

ファミリーサポートセンターの機能も、この

施設に設けたいと考えております。

また、市民の皆さんが子育てについてさま

ざまな手続を１カ所で行えるように、子育て

にかかわる市役所内の業務を一元化すること

を想定した事務室のスペースを確保したいと

も考えております。

この結果、重点事業要望項目説明会の時点

での想定よりも、延べ床面積は若干ふえるこ

とになるものと考えております。

市といたしましては、仮称でありますが、



― 41 ―

この子ども館は、三沢市の子育て支援を総合

的に実施するための拠点となる重要な施設と

して、当市の子育て支援環境の充実のため

に、慎重に計画を進めてまいりたいと考えて

おります。

私からは、以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題の不登校

児童生徒への対応についてお答えいたしま

す。

御質問のこれまでの対応、対策につきまし

ては、教育委員会として、未然防止と早期対

応の二つを柱に指導してまいりました。

具体的には、第１に、全ての児童生徒が来

るのが楽しい学校を目指して、落ちつける場

所づくり、活躍できる場面づくりなど、学校

生活の充実を図った指導です。

学校においては、休みがちな児童生徒に対

し、複数の教員が繰り返し家庭訪問したり、

時には家庭福祉課や七戸児童相談所と連携す

るなど、欠席が長期化しないよう対応してま

いりました。

第２に、教育相談体制の充実、研修の実

施、積極的な情報提供など、教職員の指導に

対する支援です。

人的体制として、三沢市教育相談センター

の相談員２名、適応指導員２名、各中学校に

は、心の教室相談員を合わせて４名、さらに

各校を巡回相談できるスクールソーシャル

ワーカーを１名、県からのスクールカウンセ

ラーを１名配置し、学校と連携のもと対応し

てまいりました。

次に、本年度の不登校児童生徒の状況につ

きましては、１学期中に２０日以上欠席した

児童生徒数は、小学校７名で、前年度比１名

の増、中学校３０名で、前年度比２名の減。

１０月に月間７日以上休んだ児童生徒数を見

ますと、小学校８名で、前年度比１名の増、

中学校２９名で、前年度比９名の減と小中学

校合わせて前年度比２割ほどの減少となって

おります。

今年度の状況を踏まえた今後の対策につき

ましては、不登校に至る背景は一人一人複雑

な要因が絡み合っており、その対応も多様化

している現状を踏まえ、今年度から市内小中

学校生徒指導情報交換会に七戸児童相談所の

担当者にも毎回参加していただくなど、関係

機関との連携を強化しております。

また、このような不登校児童生徒の実情を

踏まえ、現状の相談員等の人的体制が適切な

ものであるか精査し、教育相談体制のさらな

る整備を図ることとしております。

今後も校長会議等で、日常の触れ合いや、

きめ細かな観察で、一層の児童生徒理解に努

めること。地域の力を活用し、日ごろから家

庭との信頼、協力関係の構築に努めることを

周知徹底するとともに、関係機関と連携した

組織的な対応で、不登校の未然防止と早期対

応に取り組み、全ての児童生徒にとって来る

のが楽しい学校を目指してまいります。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 加澤議員。

○３番（加澤 明君） それでは、教育問題

について再質問をさせていただきます。

今、教育長のほうから大変前向きなお話

と、それと、現状２割減っていると。大変喜

ばしいことだと思います。後半もそれが維持

できるような体制を願いたいのですが。

私、１点、この問題に関して、先ほど言い

ましたけれども、問題行動、不登校等の未然

防止、これが非常に大事ではないのかなと。

現にこの中には、３年間の平均ですけれど

も、小学生だと１０名弱、中学生だと５０名

弱あったわけです。これというのは、数字を

聞いたとき大変驚きました。クラスで言え

ば、一クラス以上の人間が不登校だという結

果になりますので、それを私は聞いたとき

に、非常に本当にびっくりした。

そして、いろいろと教育委員会とか、学校

の指導方法とかという中で、やっぱり通室、

相談室とか、そういうものに通っている人数

も意外と少ないのですね。

現在、国際交流センターのほうに指導室を

設けているということで、そこで対応されて
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いるのもあると思います。不登校ですから、

学校に来て指導を受けるということは、なか

なかないと思うのです。そういう部分では、

国際交流センターでやられているというのは

いいと思うのです。

しかし、あそこの場所というのは、なかな

か遠いですよね。生徒が町なかから歩いてい

ける範囲でもないし、不登校の問題の中に

は、親御さんの要因も結構ありますので、そ

ういう中で送り迎えをしろとか、そういうこ

ともなかなか厳しいと思うのです。

いかに不登校生徒を減らすかというのは、

そこの部分が一番の課題だと思うのです。だ

から、そこら辺の部分を未然に防ぐために、

どのようなことをやられるのかなということ

を、もう少し具体的に聞きたかったのです。

ほかの地域では、やっぱりフリースクール

ですか、そういうこと。フリースクールとい

うのは、私もこれを調べてはじめてわかった

のですけれども、自由な教育だなと思った

ら、そうでもなくて、自由もあるけれども、

無償の教育だと。そういうボランティア的な

教室を、変な話、どこでもつくれるのです

ね、部屋さえあれば認可も何も要らない。

本当にこれを見ますと、規模、活動内容は

極めて多様であって、民家やマンション、事

務所ビルの一角でできると。しかし、結構町

なかでやっているものですから、そこに通う

のは容易なわけです。

また、先進事例では、放置によって不登校

が長期化する可能性があるということで、宇

都宮市のほうで、１日休んだら電話、２日続

けて休んだら家庭訪問の実施、これを徹底し

てやったそうです。そうしたら、２００７年

からやっているのですけれども、かなり激減

したということになっているのです。

ですから、こういう手間暇かけなければな

らない状況の子供たちなのです。だから、特

別扱いするわけではないのですけれども、や

はり義務教育の部分があるので、手間暇かけ

なければいけない。

それは、当然、先ほど教育長も言ったとお

り、指導員の増加とか、訪問の回数をふやす

となれば、それだけの教師や指導員をふやさ

なければならないわけです。だから、そこの

ところに教育委員会としてどういう思いを寄

せて対応していくのか、ちょっとお聞きした

いと思います。

○副議長（野坂篤司君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 加澤議員の質問に

お答えします。

未然防止策を具体的にお聞きしたい。例え

ばフリースクール、無償のようなものをつく

るなど、また、家庭への電話など、手間暇を

かけた対策をどう考えるかと。これを含め

て、三沢市ではどのような対策をとるかとい

うことについてお答えしたいと思います。

フリースクール、これは無償のような形

で、各地域が大体母体となってやっておるの

ですけれども、例えば今、一つの例ですが、

中学校に配置されている心の教室相談員、

今、合わせて４名おります。その件数は、昨

年度で１,１６８件でございました。１校当

たり平均で２３４件、これだけの悩み相談に

対応しております。

それから、適応指導教室と、これについて

も約２カ月ぐらいのサイクルで、これは大変

いいことだと思うのですが、学校への復帰と

いうことがきちんとできていまして、これも

三沢市の教育環境の整備のおかげかなと思っ

ています。

ただ、一番大事なことは、子供がいる家庭

への連絡等、つまり学校から発信している、

例えば指導に当たる先生方が発信しているこ

とが、本人にも保護者にも伝わらないという

ことが一番大きな原因だと思います。

ですから、私は相談員等の人的体制の整備

が一番大事ではないのかなと思っています。

これがはじめてできて、子供たちへの指導、

学校へのサポート、そして余力で、保護者と

の面談ですとか、さまざまな活動が付加でき

るのではないかなと、こう思っています。

そこで、５点ほど今考えております。

第１に、教育相談センターにおける教育相
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談員と適応指導員の充実です。非常に、延べ

人数にすればかなりの人数なのですが、たま

たま２カ月ないし３カ月で指導の効果が出

て、学校に戻っていただいておりますので、

小学生に関しては１００％です。ですが、ま

た次の子供たちが訪ねてくる。その繰り返

し。つまり、施設は同じでも、病院と一緒

で、子供たちはかわると。

三沢のこれは特徴なのですが、就学指導と

いうのがございます。幼稚園、保育所から小

学校に入るときにですね。その数も三沢市は

他市と比べて非常に多い状況です。ですの

で、このような指導を担当する先生方、特別

な定数のほかにプラスアルファ、加配がある

のですが、国の予算でもって先生を配置して

いただく、これも三沢市が一番です。昨年度

も、最後に岡三沢小学校がその１名をいただ

いております。

第２に、現在、中学校を対象に、不登校対

策を含めた教育相談を担当する心の教室相談

員の適正配置です。これは、本来であれば１

校に１名置きたいのですが、人材がなかなか

おりませんで、４人でもって５校を担当して

いただいております。小学校にはおりませ

ん。

ただ、今の時代の流れというのでしょう

か、このような問題が低年齢化していまし

て、小学校高学年にもこの問題が相当出てき

ております。ですから、大規模校、例えば岡

三沢小学校、木崎野小学校、上久保小学校等

に各１名ぐらい配置、ぜひお願いするような

形で、当初予算等にお願いを申し上げていま

す。ただ、これは１校を見るということでは

なくて、市内の小学校を全て見るということ

で計画をしております。

第３に、学校における福祉の専門家・ス

クールソーシャルワーカーと学校における心

理相談の専門家・スクールカウンセラーの常

勤配置です。

特にスクールカウンセラーについては、有

資格者が三沢におりません。青森県からお借

りしております。それも中学校週２回、小学

校週２回でございます。でき得れば、こうい

うような形で三沢にも、つまり就学時から中

学校卒業まできちんと見れる方の適正配置

を、今これもまた当初予算で、市長査定の中

にきちんとお願いを申し上げる予定でおりま

す。

最後に、教職員の総合的教育相談体制を含

めた、小学校進学時から、先ほど言いました

就学指導委員会というのがございまして、こ

こにはお医者さんも入ります。中学校卒業ま

での特別支援教育の専門家の配置です。

このような体制を何とか構築して、不登校

出現率は非常に高い本市でございますけれど

も、今までの取り組みを見ていますと、２カ

月ないし３カ月と。中学生では、大体３割ぐ

らいは６カ月以上かかる、または１年以上か

かるという生徒もおりますが、やはりこれに

は全力できちんと対応していかなければいけ

ない。

こういうような児童生徒がいながらも、例

えば学校の本分である命の保障、学力の保障

については、三沢市は児童生徒も含めまして

非常にいい状況で今来ておりますので、ここ

ら辺のところがきちんとした十分な体制を組

んでいただければ、学校本分のものを、今、

加澤議員さんが御質問のあった趣旨も含め

て、何とか対応できるのではないか。

また、我々としては、絶対していかないと

いけない職務または役割であると思っていま

す。どうぞひとつよろしくお願い申し上げま

す。

○副議長（野坂篤司君） 加澤議員。

○３番（加澤 明君） 再々質問いたしま

す。

今、教育長のほうから、大変期待できる

し、ぜひともこれを全うして、人員の部分で

も、やはり手間暇かかって、１人の指導員、

先生に負担をかけるのではなくて、やはり人

数を持って臨機応変に発生した案件の学校に

動けるような体制づくり、これは本当に心か

らお願いを申し上げます。

そこで、最後に、この問題に関して一つだ
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け。今、先ほども言いましたけれども、国際

交流センター内に教育相談センターという

か、そういうものを設置しています。そこの

部分で、市内のほうにも、そういう形で受け

られるところを設けるということをお考えに

なることはできませんか。

というのは、先ほども申しましたけれど

も、やはり国際交流センターは、市内の学校

で発生した場合に、遠いです。子供がそこに

行くとなれば、ただでさえ近隣の学校に行か

ないのに、国際交流センターまで、おまえ行

けよと言っても、それはなかなか足を運びづ

らい部分もあると思うのです。経費の部分と

か、いろいろあると思うのですが、それをや

はり移して、市内の公共施設の一部屋でもい

いのですが、そういう対応できる場所をつく

るという考えはございませんか。

○副議長（野坂篤司君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 加澤議員の質問に

お答えします。

国際交流センター内の教室を、例えば市内

の学校等に設置できないかという問題につい

てお答えします。

このことについては、今現在、小学生は、

上久保小学校の中に、正規の小学校の教育

ゾーンのほかに、議員さんの中にもわかって

いる方もおられると思いますが、正面に向

かって左側の一番下のほうに玄関がございま

す。ここに通級指導教室という形で、小学生

を対象に上久保小学校さんに御面倒を見ても

らっています。そこに相談したり、学校等で

問題があると、保護者、本人等が行きまし

て、さまざまな相談または指導を受けていま

す。

しかし、中学生に関しては、三沢市内には

ございません。中学生の生徒も保護者の方

も、上久保小学校に、今現在、お願いしてい

るのが実情なのです。

先般も保護者の会がございまして、小中合

わせれば約２００名を超す会議なのですけれ

ども、ぜひ中学校の通級指導教室、つまり、

今、加澤議員さんがおっしゃったような状況

を抱えた保護者、子供たちの対応、または一

堂に会してできる研修、またはなかなか学校

の中にあると行きにくいと。市内の小学校、

中学校で、この教育を担当している先生方の

研修も、なかなか一学校に預ければ大変であ

ると。ですから、そういうような研修等の場

所もぜひつくっていただきたいと。これは、

施設管理等もありますので、設置者である市

長さんに御相談申し上げて、ぜひ実現をして

いきたいなと強く思っております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 加澤議員。

○３番（加澤 明君） 教育問題について

は、非常にすばらしい回答をいただきました

ので、期待して、これで終わりたいと思いま

す。

次に、子ども館の問題ですけれども、先ほ

ど市長のほうから答弁をいただき、若干規模

が大きくなるということでしたが、私たち個

人視察で郡山とかに行ったときに、本当に感

動したのです。ここにもパンフレットがある

のですけれども、とにかく子供がまた来たく

なるような施設なのです。

郡山の場合は、２カ所見てきたのですけれ

ども、ペップキッズというところは、ほとん

どプレールームになっています。ふわふわ遊

具があったり、滑り台が屋内にあったり、砂

場まで屋内にあるのです。本当にすばらしい

建物で。ただ、それは、もとスーパーを提供

してもらって整備したものだということなの

ですけれども、かなり広いです。プレールー

ムだけで２,０００平米ぐらいあるのですか

ね。

だから、それと比較してどうだこうだとは

言いませんけれども、やはり子供たちがまた

来たくなる。変な話、保育園や幼稚園の延長

であってはならないと思うのです。やはり保

育園、幼稚園、そういうところにないものを

子ども館に設置して、日中、保育園の子供た

ちがそこに汗を流しに来れる。ストレスを発

散させに来る。そういう場にしていかなけれ

ば、せっかくの子ども館……。
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多分こういう名称でやるのは、ほかではあ

るのですけれども、私、青森県でははじめて

のような気がするのです。やはり子育て支援

の充実ということを考えれば、これはぜひと

も目玉商品ではないですけれども、目玉とし

てこれをやることによって、やはり若い世代

の定住化にもつながりますし、いろいろな複

合的な部分で、三沢市にとってプラスになる

と思うのです。

ですから、やはりそういう部分を踏まえ

て、きちんと、規模を先に考えるのではな

く、必要なものはつける。その中で無駄を省

けばいいのですけれども、子供の教育に、学

校もそうなのですけれども、費用対効果なん

ていうのは絶対考えてやるべきことではない

と思いますので、その辺のところを、いかに

これに力をもって――これは市長、午前中に

３期目の出馬表明いたしました。３期目の子

育て支援の目玉施策として、力を入れて、本

当に公約に入れてもいいぐらいの施策だと思

うのです。その辺、どのようにお考えになっ

て、どれだけ力を入れてやるのか、答弁をお

願いいたします。

○副議長（野坂篤司君） 市長。

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えを

いたします。

議員は、そういう施設を視察したというよ

うなことから、そういうお話があるわけであ

りますが、私はまだそういうのを見ておりま

せんので。必要性については、申し上げたと

おり、これは絶対大事だというようなことは

承知しておりますが、そういう関係からどう

いうイメージを描くのかというのが、いまい

ち頭にないわけであります。

今、基本設計を云々というようなことで、

これから議員各位から、そういう御指導等も

いただきながら、万全の体制で臨みたいと、

このように思います。

以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 加澤議員。

○３番（加澤 明君） 再々質問ということ

になるかどうかわかりませんけれども、私も

ちょっと質問を最初に入れておけばよかった

のですけれども、やはり実際、市長が言われ

たとおり、これはパンフレットで見ても、耳

で聞いて、パソコンで調べても、はっきり

言って感じがわからないのです。やはり行っ

てみて、じかに肌で触れてわかる。子供たち

の走る姿を見て感じるものなのです。

ですから、市長もまだ見ておられない。関

係部署も、多分まだ行かれていないという話

を聞いていましたので、ぜひとも関係部署を

含め、そういう機会を、実施設計に入る前に

きちんと把握して、いいものをつくっていた

だくように、よろしくお願い申し上げます。

終わります。

○副議長（野坂篤司君） 以上で、３番加澤

明議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（野坂篤司君） 本日は、これを

もって散会します。

なお、明日も引き続き、市政に対する一般

質問を行います。

午後 ４時４５分 散会


